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1 作業環境測定の目的 

1.1  個人サンプリング法による作業環境測定を導入する法令改正の趣旨等 

作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第８号。以下「改正

省令」という。）及び作業環境測定基準等の一部を改正する告示（令和２年厚生労働省告示第 

18 号。以下「改正告示」という。）が、令和２年１月 27 日に公布及び告示され、令和３年４月１日か

ら施行及び適用される。その改正の趣旨、内容等については、以下のとおり示されている（令和２

年１月 27 日付け、基発 0127 第 12 号「作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令等の施

行等について」）。 

（１） 改正の趣旨 

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）第 65 条及び第 65 条の２に

おいては、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定めるものについて、必要な

作業環境測定を行い、その結果の評価に基づいて適切な措置を講ずることを事業者に義務付け

ている。さらに、作業環境測定法（昭和 50 年法律第 28 号。以下「作環法」という。）第３条等にお

いては、当該作業場のうち政令で定めるもの（以下「指定作業場」という。）について作業環境測定

を行うときは、厚生労働省令で定めるところにより、事業場で使用する作業環境測定士に実施さ

せること又は作業環境測定機関に委託して実施することを事業者に義務付けている。 

今般、化学物質の管理や有害業務の状況等を踏まえ、指定作業場において作業環境測定を

行う際のデザイン及びサンプリングとして、従来のものに加え、当該指定作業場において作業に

従事する労働者の身体に装着する試料採取機器等を用いて行う作業環境測定に係るデザイン及

びサンプリング（以下「個人サンプリング法」という。）を新たに規定するため、作環法の委任省令

である作業環境測定法施行規則（昭和 50 年労働省令第 20 号。以下「規則」という。）について所

要の改正を行うとともに、作業環境測定基準（昭和 51 年労働告示第 46 号。以下「測定基準」とい

う。）等について所要の改正を行ったものである。 

（２） 改正の基本的な考え方 

① 改正省令においては、個人サンプリング法による作業環境測定を実施するか否かについては、

事業者の任意の選択に委ねることとしており、個人サンプリング法による測定が可能となる作業

については、個人サンプリング法及び従来の方法のいずれによっても問題ない。なお、事業者は、

当該選択に当たっては、衛生委員会等において労働者の意見も踏まえた上で十分に審議するこ

とが望ましい。また、個人サンプリング法を実施するための登録を行うか否かについても、作業環

境測定士又は作業環境測定機関の任意の選択に委ねることとしている。 

② 改正告示において、個人サンプリング法による作業環境測定の対象となる測定については、

個人サンプリング法の特性が特に発揮できるものとして規定されたものである。 

③ 個人サンプリング法による作業環境測定は、作業環境評価基準（昭和 63 年労働省告示第 79

号。以下「評価基準」という。）に基づき測定値を統計的に処理した評価値と測定対象物質の管理

濃度とを比較して作業場の管理区分の決定を行うものであり、いわゆる個人ばく露測定には該当

しない。このため、作業環境測定結果の記録に試料採取機器等を装着した労働者の氏名を記載
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する必要はなく、当該労働者を示す番号等（例：労働者①）を用いる。 

 

1.2  個人サンプリング法の導入の背景 

（1） 事業場で取り扱う化学物質等については、その危険・有害性の程度に応じて、労働安全衛生

法令により、作業環境測定の義務づけ（104 物質）、リスクアセスメントの実施の義務づけ（673 物

質）及び努力義務（約７万物質）が課されている。   

（2） リスクアセスメントを実施するに当たっては、「化学物質等による危険性又は有害性等の調査

等に関する指針」（平成 27 年９月 18 日指針公示第３号）において、リスクの見積もり方法とし

て、「対象の業務について作業環境測定等により測定した作業場所における化学物質等の気中

濃度等を、当該化学物質等のばく露限界と比較する方法」を採ることが望ましいとされており、気

中濃度等を把握する方法として、個人サンプラーを用いた個人ばく露測定が示されているところで

ある。  

（3） 一方、安衛法第 65 条に基づき、有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 36 号）

等の特別則において、事業者には、作業場の化学物質等の濃度を測定・評価するために作業環

境測定（Ａ・Ｂ測定）を実施することが義務づけられている。  

（4） このような状況下において、技術の進展を踏まえ、作業環境測定の方法に、労働者の呼吸

域の空気を正確に測定可能で、かつ、８時間を通して作業場の測定・評価が可能な個人サンプリ

ング法による測定方法を導入することは、事業者において、リスクアセスメント及び作業環境測定

を、一括して実施することを促進するものであり、労働者の健康の確保に資するものである。  

（注） 「個人サンプリング法」と「作業環境測定」及び「個人ばく露測定」との関係  

いわゆる「個人サンプリング法」は、作業に従事する労働者の身体に装着する試料採取機

器等を用いて行うサンプリングである。個人サンプリング法は単なる試料空気の採取方法に

過ぎず、それが作業環境測定となるか、個人ばく露測定となるかは、その目的、すなわち測

定結果の評価の方法による。 

個人サンプリング法を用いた測定の目的が、 

① 作業環境評価基準（昭和 63 年労働省告示第 79 号。以下「評価基準」という。）に基づ

き測定値を統計的に処理した評価値と測定対象物質の管理濃度とを比較して作業場の

管理区分の決定を行うものであれば、「作業環境測定」であり、 

② 個人別の測定値をばく露限度と比較することにより、個人ばく露の状況を評価するも

のであれば「個人ばく露測定」である。 

（5） 厚生労働省では、個人サンプリング法による作業環境測定の導入にあたり、その特性が特

に発揮できる以下の作業を先行して、部分的に導入し、作業環境測定基準（昭和 51 年労働省告

示第 46 号）に基づく測定として、Ａ・Ｂ測定と個人サンプリング法による測定のいずれかを選択可

能とした。なお、選択に当たっては、事業者が作業環境測定士、産業医等を含む安全衛生委員会

又は衛生委員会での作業環境測定結果の評価などに関する意見を踏まえるものとする。  
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①塗装作業等有機溶剤の発散源の場所が一定しない作業が行われる単位作業場所において

行われるもの。（発散源が作業者とともに移動し、発散源と作業者との間に測定点を置くことが

困難な作業。吹付塗装など） 

②有害性が高く管理濃度が低い物質を取り扱うことにより、作業者の動きにより呼吸域付近の

評価結果がその他の作業に比べて相対的に大きく変動すると考えられる作業 

        

 

図 1-1  個人サンプリング法の対象となる作業のイメージ 

 

1.3 個人サンプリング法による作業環境測定の方法 

1.3.1 作業環境測定基準の改正 

(１)次に掲げる作業環境測定に係るデザイン及びサンプリングは、個人サンプリング法により行う

ことができることとする。 

① 労働安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号。以下「令」という。）別表第３に掲げる特定

化学物質のうち、管理濃度の値が低いもの（令別表第３第１号６又は同表第２号３の２、９から 11

まで、13、13 の２、19、21、22、23 若しくは 27 の２に掲げる物。以下「低管理濃度特定化学物質」

という。）及び鉛に係る測定 

② 令別表第６の２に掲げる有機溶剤等に係る測定のうち、塗装作業等有機溶剤等の発散源の

場所が一定しない作業が行われる場所で行われる測定 

 

(２) 個人サンプリング法に係る試料空気の採取等の対象者数、時間等を次のとおり規定する。 

① 測定における試料空気の採取等は、単位作業場所において作業に従事する者の身体に装着

する試料採取機器等を用いる方法により行うこと。 

② ①の試料採取機器等の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露される（１）①及び

②の物質（以下「測定対象物質」という。）の量がほぼ均一であると見込まれる作業ごとに、それぞ

れ、適切な数の労働者に対して行うこと。ただし、その数は、それぞれ、５人を下回ってはならない。 

③ ①の試料空気の採取等の時間は、②の労働者が一の作業日のうち単位作業場所において

作業に従事する全時間とすること。ただし、当該作業に従事する時間が２時間を超える場合であ
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って、同一の作業を反復する等労働者にばく露される測定対象物質の濃度がほぼ均一であること

が明らかなときは、２時間を下回らない範囲内で、当該採取等の時間を短縮することができる。 

④ 単位作業場所において作業に従事する労働者の数が５人を下回る場合にあっては、②のた

だし書及び③（ただし書の規定を除く。）の規定にかかわらず、一の労働者が一の作業日において

単位作業場所で作業に従事する時間を分割し、２以上の①に定める試料空気の採取等が行われ

たときは、当該試料空気の採取等は、当該２以上の採取された試料の数と同数の労働者に対し

て行われたものとみなすことができること。 

⑤ 測定対象物質の発散源に近接する場所において作業が行われる単位作業場所にあっては、

①から④までに定めるところによるほか、当該作業が行われる時間のうち、空気中の測定対象物

質の濃度が最も高くなると思われる時間に、試料空気の採取等を行うこと。 

⑥ ⑤に定める試料空気の採取等の時間は、15 分間とすること。 

 

1.3.2 作業環境評価基準の改正 

 作業環境測定の結果の評価について、次に掲げるとおり、個人サンプリングによる測定結果に

係る評価方法を追加する。 

(１)１（２）①から④までの測定（以下「Ｃ測定」という。）のみを行った場合は、従来のＡ測定（測定

基準第２条第１項第１号から第２号までの規定により行う測定等。以下同じ。）のみを行った場合

と同様の方法により、第一管理区分から第三管理区分（評価基準第２条に規定するもの。以下同

じ。）までに区分すること。 

(２)Ｃ測定及び１（２）⑤及び⑥の測定（以下「Ｄ測定」という。）を行った場合は、Ａ測定及びＢ測定

（測定基準第２条第１項第２号の２の規定により行う測定等。以下同じ。）を行った場合と同様の方

法により、第一管理区分から第三管理区分までに区分すること。 

(３)Ｃ測定に係る評価基準第２条第１項の第１評価値及び第２評価値は、Ａ測定に係る当該評価

値と同様の方法によって計算すること。 
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＜参考＞ 改正作業環境測定基準及びその解釈例規 

（１）特定化学物質の濃度の測定 

（特定化学物質の濃度の測定） 

第十条 （略） 

２～４ （略） 

５ 前項の規定にかかわらず、第一項に規定する測定のうち、令別表第三第一号６又は同表第

二号３の２、９から 11 まで、13、13 の２、19、21、22、23 若しくは 27 の２に掲げる物（以下この

項において「低管理濃度特定化学物質」という。）の濃度の測定は、次に定めるところによるこ

とができる。 

一 試料空気の採取等は、単位作業場所において作業に従事する労働者の身体に装着する

試料採取機器等を用いる方法により行うこと。 

二 前号の規定による試料採取機器等の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露さ

れる低管理濃度特定化学物質の量がほぼ均一であると見込まれる作業ごとに、それぞれ、

適切な数の労働者に対して行うこと。ただし、その数は、それぞれ、五人を下回つてはならな

い。 

三 第一号の規定による試料空気の採取等の時間は、前号の労働者が一の作業日のうち単

位作業場所において作業に従事する全時間とすること。ただし、当該作業に従事する時間

が二時間を超える場合であつて、同一の作業を反復する等労働者にばく露される低管理濃

度特定化学物質の濃度がほぼ均一であることが明らかなときは、二時間を下回らない範囲

内において当該試料空気の採取等の時間を短縮することができる。 

四 単位作業場所において作業に従事する労働者の数が五人を下回る場合にあつては、第

二号ただし書及び前号本文の規定にかかわらず、一の労働者が一の作業日のうち単位作

業場所において作業に従事する時間を分割し、二以上の第一号の規定による試料空気の

採取等が行われたときは、当該試料空気の採取等は、当該二以上の採取された試料空気

の数と同数の労働者に対して行われたものとみなすことができること。 

五 低管理濃度特定化学物質の発散源に近接する場所において作業が行われる単位作業場

所にあつては、前各号に定めるところによるほか、当該作業が行われる時間のうち、空気中

の低管理濃度特定化学物質の濃度が最も高くなると思われる時間に、試料空気の採取等を

行うこと。 

六 前号の規定による試料空気の採取等の時間は、十五分間とすること。 

６～９ （略） 

【解釈例規】（令和２年１月 27 日付け、基発 0127 第 12 号「作業環境測定法施行規則の一部を改

正する省令等の施行等について」） 

 

第 10 条第５項関係 

ア 本項本文の「低管理濃度特定化学物質」は、特定化学物質のうち管理濃度が 0.05mg/㎥（相

当）以下の物質であって、Ｄ測定（本項第５号及び第６号の規定により行う測定（測定基準第 11

条第３項及び第 13 条５項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）の 15 分間の試

料空気の採取等で、管理濃度の 10 分の１の濃度を測定できることが確認されたものを規定し

たものであること。 
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イ 本項第１号の「試料採取機器等」の「等」には、検知管方式による測定機器が含まれること。 

ウ 本項第１号の「単位作業場所」は、測定基準第２条第１項第１号に規定する単位作業場所の

考え方と同じであること。なお、個人サンプリング法の特性を踏まえると、労働者の作業中の行

動範囲により、作業する区域が複数ある場合でも同一の単位作業場所となる場合があることか

ら、Ａ測定（測定基準第２条第１項第１号から第２号までの規定により行う測定（測定基準第 10

条第４項、第 10 条の２第 2 項、第 11 条第２項及び第 13 条第４項において準用する場合を含

む。）をいう。以下同じ。）の場合の単位作業場所より広範囲となる場合があること。また、時間

ごとに測定対象物質の濃度が大きく変動する作業場や複数の測定対象物質を使用する作業

場等を時間的又は空間的に異なる単位作業場所として取り扱う必要があるかについては、測

定基準第２条第１項第１号の単位作業場所と同様の考え方で判断する必要があること。 

エ 本項第２号の「ほぼ均一であると見込まれる作業」への該当の有無については、事前調査等

により、単位作業場所における労働者の作業中の行動範囲、測定対象物質の分布等の状況

等を踏まえて判断すること。 

オ 本項第２号の「適切な数の労働者」には、原則として単位作業場所における全ての労働者と

するが、作業内容等の調査を踏まえ、単位作業場所におけるばく露状態を代表できる抽出方

法を用いて抽出された数の労働者が含まれること。 

カ 本項第３号の「作業に従事する全時間」には、単位作業場所外において作業に従事する時間 

は含まれないこと。また、本項第３号の試料空気の採取等の時間の短縮は、作業に従事する

時間が２時間を超える場合のみに認められるものであり、当該時間が２時間以下の場合は、

当該作業の全時間について試料空気の採取等を行う必要があること。 

キ 本項第４号について、作業に従事する時間を分割して試料空気等の採取等を行う際には、一 

の労働者が一の作業日のうち単位作業場所において作業に従事する全時間を均等に分割する

必要があること。なお、一の労働者に複数の試料採取機器等を装着して同時に試料空気の採

取等を行うことは、当該時間の分割には含まれないこと。また、測定精度の確保の観点から、測

定の定量下限値が管理濃度の 10 分の１を上回ることがないように測定時間を確保する必要が

あること。なお、単位作業場所において作業に従事する労働者が１人であり、かつ当該者が一

の作業日のうち作業に従事する時間が 15 分未満の場合、Ｄ測定の測定時間である 15 分間を

満たさないため、個人サンプリング法は適用できないこと。 

ク Ｄ測定は、Ｃ測定（本項第１号から第４号までの規定により行う測定（測定基準第 11 条第３項

及び第 13 条第５項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）の結果を評価するだけ

では労働者が有害物質への大きなばく露を受ける可能性を見逃すおそれのある作業が存在す

る場合に、有害物質の発散源に近接する場所における作業について測定を行う趣旨のもので

あること。 

ケ 本項第６号の「15 分間」は、米国産業衛生専門家会議（ＡＣＧＩＨ）が提案した短時間ばく露限

度（ＳＴＥＬ）の限度時間（15 分間）を踏まえて規定したものであること。この趣旨から、Ｄ測定に

係る試料空気の採取等の時間は、連続した 15 分間とする必要があること。 

 

（２） 鉛の濃度の測定 
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（鉛の濃度の測定） 

第十一条 （略） 

２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、第十条第五項各号の規定は、第一項に規定する測定につき、準

用することができる。この場合において、同条第五項中「令別表第三第一号６又は同表第二号

３の２、９から 11 まで、13、13 の２、19、21、22、23 若しくは 27 の２に掲げる物（以下この項にお

いて「低管理濃度特定化学物質」という。）」とあるのは、「鉛」と読み替えるものとする。 

 

（３）有機溶剤等の濃度の測定 

（有機溶剤等の濃度の測定） 

第十三条 （略） 

２～４ （略） 

５ 前項の規定にかかわらず、第十条第五項各号の規定は、第一項に規定する測定のうち塗装

作業等有機溶剤等の発散源の場所が一定しない作業が行われる単位作業場所において行わ

れるものにつき、準用することができる。この場合において、同条第五項中「令別表第三第一

号６又は同表第二号３の２、９から 11 まで、13、13 の２、19、21、22、23 若しくは 27 の２に掲げ

る物（以下この項において「低管理濃度特定化学物質」という。）」とあるのは、「令別表第六の

二第一号から第四十七号までに掲げる有機溶剤（特化則第三十六条の五において準用する

有機則第二十八条第二項の規定による測定を行う場合にあつては、特別有機溶剤を含む。）」

と読み替えるものとする。 

６ 第十条第六項から第九項までの規定は、第三項の許可について準用する。 

【解釈例規】 

第 13 条第５項関係 

   本項の「塗装作業等」の「等」には、発散源が作業に従事する労働者とともに移動し、当該発

散源と当該労働者の間に定置式の試料採取機器等を設置することが困難な作業が含まれること。 

 

1.3.3 改正作業環境評価基準及びその解釈例規 

 

第四条 前二条の規定は、Ｃ測定（作業環境測定基準第十条第五項第一号から第四号までの規

定により行う測定（作業環境測定基準第十一条第三項及び第十三条第五項において準用する

場合を含む。）をいう。）及びＤ測定（作業環境測定基準第十条第五項第五号及び第六号の規

定により行う測定（作業環境測定基準第十一条第三項及び第十三条第五項において準用する

場合を含む。）をいう。）について準用する。この場合において、第二条第一項第一号中「Ａ測

定（作業環境測定基準第二条第一項第一号から第二号までの規定により行う測定（作業環境

測定基準第十条第四項、第十条の二第二項、第十一条第二項及び第十三条第四項において

準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）」とあるのは「Ｃ測定（作業環境測定基準第十条第

五項第一号から第四号までの規定により行う測定（作業環境測定基準第十一条第三項及び

第十三条第五項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）」と、同項第二号中「Ａ測

定及びＢ測定（作業環境測定基準第二条第一項第二号の二の規定により行う測定（作業環境
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測定基準第十条第四項、第十条の二第二項、第十一条第二項及び第十三条第四項において

準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）」とあるのは「Ｃ測定及びＤ測定（作業環境測定基

準第十条第五項第五号及び第六号の規定により行う測定（作業環境測定基準第十一条第三

項及び第十三条第五項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）」と、「Ｂ測定の測

定値」とあるのは「Ｄ測定の測定値」と、「（二以上の測定点においてＢ測定を実施した場合に

は、そのうちの最大値。以下同じ。）」とあるのは「（二人以上の者に対してＤ測定を実施した場

合には、そのうちの最大値。以下同じ。）」と、同条第二項及び第三項中「測定点がある単位作

業場所」とあるのは「測定値がある単位作業場所」と、同条第二項から第四項までの規定中

「測定点における測定値」とあるのは「測定値」と、同条第四項中「測定点ごとに」とあるのは

「測定値ごとに」と、前条中「logＥＡ１」とあるのは「logＥＣ１」と、「logＥＡ2」とあるのは「logＥＣ2」と、

「EＡ１」とあるのは「ＥC１」と、  「EＡ2」とあるのは「ＥC2」 と、「Ａ測定の測定値」とあるのは「Ｃ

測定の測定値」と、それぞれ読み替えるものとする。 

【解釈例規】 

評価基準第４条の規定及びインジウム告示第３号の規定は、Ｃ測定又はＤ測定を実施した場

合には、Ａ測定及びその測定値をＣ測定及びその測定値に、Ｂ測定及びその測定値をＤ測定及

びその測定値にそれぞれ読み替える趣旨であること。 
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＜参考＞ 個人サンプリング法による作業環境測定の導入の経緯 

労働者の健康障害を防止するため、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」

という。）第 65 条及び第 65 条の２の規定に基づき、作業環境中の有害化学物質や粉じんの濃度

の測定及びその結果の評価が行われている。   

現行の作業環境測定が決められた経緯は以下のとおりである。 

・1975 年（昭和 50 年）5 月 1 日：作業環境測定法公布、8 月 1 日施行 

・1976 年（昭和 51 年）4 月：「作業環境測定基準」を公表 

・1980 年（昭和 55 年）6 月：「作業場における気中有害物質の規制のあり方についての検討結果 

第１次報告書」（作業場の気中有害物質の濃度管理基準に関する専門家会議）を公表。ここで B

測定を加えた作業環境測定から作業環境の評価手法についての基本的な考え方が示された。そ

の際、ばく露濃度と作業環境濃度についての議論もなされており、原則的には両者の情報を得る

ことが望ましいとしているが、法規的な慣行やばく露濃度測定の技術的な問題等を考慮して、法

的には作業環境濃度を基本として、必要に応じてばく露濃度を併用すべきであるとしている。 

・1988 年（昭和 63 年）9 月：「作業環境評価基準」を公表。現行の作業環境測定は、単位作業場所

毎に等間隔で測定点を設定する等により測定する、いわゆるＡ測定及びＢ測定（以下「Ａ・Ｂ測定」

という。）により行われている。  

 

 その後、現在に至るまでの検討経過は以下のとおりである。 

・2010 年（平成 22 年）7 月：「職場における化学物質管理の今後のあり方に関する検討会報告書」

では、労働者らのばく露量から健康影響のリスクが小さいと推測される作業でも、作業環境測定

結果の評価が「作業環境状態が適正である」との評価を得られないものがある等から、より合理

的な作業環境管理（測定・評価方法）の必要性が提言され、個人サンプラーによる測定の導入に

向けて検討する必要が生じた。 

 以下に「職場における化学物質管理の今後のあり方に関する検討会報告書」の個人サンプラー

による測定の導入に向けた検討についての提言を一部抜粋して記す。 

 有害物の発散が１日に数回しかなく、それ以外は無視できるほどの低濃度となる工程が行われ

ている作業場や、有害物が発散する区域に労働者は 1 日数回しか立ち入らず、その外部には有

害物が漏洩しない作業場などについては、安衛法第 65 条に基づく A 測定及び B 測定では過度

に有害な作業場に評価され、設備についての改善等が求められるおそれがある一方、これらの

作業場に対し、欧米等諸外国で行われている個人サンプラーによる測定を実施し 8 時間加重平

均濃度で評価した場合には、健康影響が生じないレベルであることが明らかとなる場合があると

の指摘がある。また、有害物の発散源に近接して行うような作業等の場合については、Ａ測定及

びＢ測定では作業環境中の濃度が過小に評価されるおそれがあるとの指摘もある。そこで、個人

サンプラーによる測定について、当面は、A 測定及び B 測定による測定では的確な評価が困難と

思われる一部の作業を対象に、Ａ測定及びＢ測定に代わる測定として導入することについて検討

する必要がある。 

・2010 年度（平成 22 年度）から 2013 年度（平成 25 年度）：厚生労働省委託事業「作業環境にお

ける個人ばく露測定に関する実証的検証事業」（中災防）が行われ、「個人ばく露測定に関する検

討委員会」を設置して検討し、事業場で個人ばく露測定と作業環境測定を実施した。更に、テキス
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ト「個人ばく露測定の進め方」をもとに、全国４ヶ所でセミナーを開催した。 

 

 

図 1-2 作業環境測定と個人ばく露濃度の関係（平成 22～25 年度 実証調査の結果） 

 

表 1-1．作業環境測定と個人ばく露測定による評価の差異による作業分類 

①「個人ばく露測定」＜「作業環境測定」となる作業条件 

単回 

特に、１回/日の作業等で、間欠作業（監視・点検作業） 

原料の投入作業： 

 ホッパー等への原料の投入及び仕込み作業（作業が短時間で、回数も少な

い。作業前に 1 回の場合もある。） 

滅菌： 

 作業環境測定の結果に比較し個人ばく露測定は低い値である。これは朝 1 番

の滅菌機からの取り出し作業以外は滅菌作業が行われず、それ以外は入室し

ないため（短時間作業と同じ）。 

間欠 

機械のオペレートが主な業務で、必要時以外は別作業場で作業をしている（ショ

ットブラスト等）。 

反応器等から製品評価のための抜き取りサンプリング作業 

滅菌機からの滅菌物取り出し作業は、取り出しの瞬間のみ、また滅菌物を仕分

ける数分の短時間ばく露であることが多いと考えられる。 

発生源に常に近接して作業するのではなく、必要時以外は別作業場にいる。 

短時間 

手吹きによる塗装作業（短時間）： 

 短時間で作業が終了するため、8 時間の個人ばく露測定では低い値になること

が推測できることから、高濃度の短時間ばく露の状況を把握できない。 
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②「作業環境測定」≦「個人ばく露測定」となる作業条件 

作業特性 

吹き付け塗装作業（長時間）： 

 作業環境測定の結果に比較し個人ばく露濃度は高い値になる。塗料の跳ね返

りにより作業者の呼吸域では高濃度になるが、Ａ、Ｂ測定位置では拡散されて低

くなる。 

移動 
作業者自身が発生源となって移動する作業では、Ａ測定値が低くなり、さらにＢ

測定が困難なため、その値は測定士によって大きく異なる。 

作業姿勢 発生源が呼吸位置にない（Ａ測定点：50cm～150cm 以外）の場合 

輻輳作業 

同一作業者が作業場を掛け持ちする作業： 

 同一の作業者が、複数の作業場を掛け持ちして作業する場合、それぞれの作

業環境は良好でも、個人ばく露では高くなる可能性がある。 

 

・2012 年（平成 24 年）9 月～2014 年（平成 26 年）2 月： 「個人ばく露測定に関する委員会」（日本

産業衛生学会 産業衛生技術部会）を行い、2015 年（平成 27 年）1 月に「化学物質の個人ばく露

測定のガイドライン」を公表 

・2013 年度（平成 25 年度）～2017 年度（平成 29 年度）：第 12 次労働災害防止計画では、化学物

質による健康障害防止対策として、発がん性に着目した化学物質規制の加速、リスクアセスメント

の促進と危険有害性情報の適切な伝達・提供及び作業環境管理の徹底と改善に力点を置いた。

その中で、作業環境中の濃度測定方法が未確立の化学物質について、測定を行わなくても化学

物質の性状や取扱量等の情報から作業環境中の濃度が推定できる手法等を活用した健康障害

防止措置の普及を図ることと、リスクに基づく合理的な化学物質管理の一環として、発散抑制措

置の性能要件化の普及を図るとともに、個人サンプラーによる作業環境中の化学物質濃度測定

の導入を検討することとした。 

・2017 年（平成 29 年）10 月：厚生労働省に「個人サンプラーを活用した作業環境管理のための専

門家検討会」を設置して検討を開始した。 

・2018 年度（平成 30 年度）～2022 年度（令和 4 年度）：第 13 次労働災害防止計画では、化学物

質による健康障害防止対策として、国際動向等を踏まえた化学物質による健康障害防止対策  

とリスクアセスメントの結果を踏まえた作業等の改善及び化学物質のリスクアセスメントの結果に

基づく作業等の改善方法を具体的に分かりやすく示していくなど、作業環境改善の実効性を上げ

るための支援策を充実するとしている。特に、最新の科学的知見に基づき、ラベル表示・SDS 交

付対象物質の見直しや作業環境測定の実施方法に個人サンプリング法による測定方法を追加し、

作業態様に応じた測定・評価方法を選択できるようにすること及び作業環境測定の結果等と特殊

健康診断の結果を結びつけるなど、総合的な 健康確保対策が講じられる方策を検討するとして

いる。 

・2018 年（平成 30 年）11 月：「個人サンプラーを活用した作業環境管理のための専門家会議報告

書」を公表し、個人サンプラーによる作業環境測定の枠組みが示されたが、詳細事項については

さらに検討が必要とされた。 
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2  個人サンプリング法に係るデザインの方法 

2.1 測定対象作業，均等ばく露作業，および単位作業場所 

既に 1.2(5)で述べたように，個人サンプリング法の導入により，ある測定対象作業に関して，A, 

B 測定と C, D 測定のいずれかを選択することが可能となる。なお，A, B 測定と C, D 測定を混合し

て行うこと（例：A 測定と D 測定の組合せ）はできない。 

ここでは，測定のデザインにあたって重要な項目となる測定対象作業，均等ばく露作業，およ

び単位作業場所の定義とこれらの関係について述べる。 

 

2.1.1 測定対象作業 

令和 3 年 4 月からの法令改正に伴って実施される個人サンプリング法において，測定の直接

の対象となる作業（「測定対象作業」）は次の二通りである。 

① 労働安全衛生法施行令別表第３に掲げる特定化学物質のうち、告示で指定された

管理濃度の値が低い物質（以下「低管理濃度特定化学物質」という。）を取扱う作業

及び鉛。具体的な物質は以下の通りである。 

 ベリリウム及びその化合物 

 インジウム化合物 

 オルト－フタロジニトリル 

 カドミウム及びその化合物 

 クロム酸及びその塩 

 五酸化バナジウム 

 コバルト及びその無機化合物  

 3・3’-ジクロロ‐4・4’-ジアミノジフエニルメタン（MOCA） 

 重クロム酸及びその塩 

 水銀及びその無機化合物（硫化水銀を除く。） 

 トリレンジイソシアネート 

 砒(ひ)素及びその化合物（アルシン及び砒(ひ)化ガリウムを除く。） 

 鉛 

② 労働安全衛生法施行令別表第６の２に掲げる有機溶剤等に係る測定のうち、塗装作

業等有機溶剤等の発散源の場所が一定しない作業が行われる場所で行われる測定。 

ここで「有機溶剤等」とは第一種，第二種有機溶剤及び特別有機溶剤のことを指す。 

「塗装作業等」の「等」には、発散源が作業に従事する労働者とともに移動し、当該発散源と当

該労働者の間に定置式の試料採取機器等を設置することが困難な作業が含まれる（前出の解釈

例規。＜参考＞（3）より）。「発散源の場所が一定しない作業」の例としては，次のようなものが挙

げられる。 

 吹付塗装（スプレーガンを持って移動しながらの塗装） 

 幅の広い印刷機のロールを，作業者が有機溶剤の容器を持って移動しながら有機

溶剤で拭き取る作業 

 比較的広い範囲に置かれた多数の塗装された製品について，作業者が有機溶剤

を含む塗料の容器を持って移動しながら手塗りで補修塗装（タッチアップ）する作業 

ある作業が「発散源の場所が一定しない作業」に該当するかどうかは，事業主が測定者等の
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意見を踏まえて作業の実態に基づいて判断する（全ての塗装作業や吹付塗装作業が発散源の

場所が一定しない作業に該当するとは限らない。）。 

測定の対象となる作業は以上の通りであり，測定対象作業以外の作業，屋外の作業，事務作

業，昼休み，長い休憩時間等は測定の対象としない。 

なお，2.1.3 項で詳しく述べるように，「測定対象作業」の前後に作業者がその作業室内に留ま

る場合は，その前後の部分を測定の対象時間に含める可能性がある。 

 

2.1.2 単位作業場所及び均等ばく露作業 

単位作業場所とは，当該作業場の区域のうち労働者の作業中の行動範囲、有害物の分布等

の状況等に基づき定められる作業環境測定のために必要な区域をいう（作業環境測定基準第２

条第１項第１号）。個人サンプリング法は作業環境測定に係るデザイン及びサンプリングの方法で

あることから，単位作業場所を単位として実施される。 

均等ばく露作業とは，単位作業場所において行われる作業で、労働者がばく露される測定対

象物質の量が労働者間でほぼ均一であると見込まれる作業をいう。（注：作業時間内の測定対象

物質の空気中の濃度の時間的変動が小さいとの意味ではない。）。均等ばく露作業ごとに、それ

ぞれ、適切な数の労働者に対して試料採集機器を装着して長時間の測定（C 測定）を行う。 

代表的な例では，単位作業場所は測定対象作業を行う均等ばく露作業の範囲となり，C 測定

は作業者が単位作業場所に滞在し測定対象作業をおこなっている全時間において行う（注：測定

対象作業そのもの以外に準備や片付け作業を一般に含む）。その測定時間の時間加重平均濃度

が測定値となる。すなわち，特定の均等ばく露作業は，特定の単位作業場所を代表する。例えば

午前中に 4 時間の測定対象作業があり C 測定でこれを測定し，午後は事務作業であった場合，4

時間の時間加重平均濃度が C 測定値となる。同一の作業者がある作業場で測定対象作業を行

った後に，別の作業場で同じ測定対象作業を行った場合は，2 つの作業場が 1 つの単位作業場

所となる。この場合，C 測定は 2 つの作業場の滞在時間を通して行う。 

但し，特殊な状況によっては，１つの単位作業場所に 2 つの均等ばく露作業が存在する場合も

ある。 

 

2.1.3 単位作業場所における均等ばく露作業 

個人サンプリング法において，測定・評価の直接の対象は単位作業場所における均等ばく露

作業となる。実際は均等ばく露作業に従事する作業者の中から選ばれた者に対して測定を行うわ

けであるが，これら作業者はあくまで均等ばく露作業の代表者であり，結果の評価は作業者個々

に対して行うのではなく，その単位作業場所を代表する均等ばく露作業における作業環境が適切

か否かという観点から行う。また，結果にもとづく対策も単位作業場所を単位として行う。 

均等ばく露作業に従事する作業者の数は一般には数人程度が多いと思われるが，1～2 人の

均等ばく露作業もあれば，10 人以上などの大きな均等ばく露作業もあり得る。 

3 直勤務などの交代勤務制の場合，各直の作業者全員を１つの均等ばく露作業とし、そのうち

の昼勤の作業者を測定対象とする方法がとれる。 

個人サンプリング法の測定対象作業（例：塗料の吹付塗装）となる有機溶剤業務と、対象でな

い有機溶剤業務（例：調合作業）が混在している場合などには，次の例を参考にする。 
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[例 1] 作業場の 1 つの区域の中で，同一の作業者が吹付塗装と調合作業とを行い，両作業で共

通の測定対象物質を使用する場合： 

(1) 吹付塗装作業と調合作業をランダムに行う場合など、2 つの作業を時間的に分けることが

困難な場合，その作業を１つの均等ばく露作業とする。個人サンプリング法の測定対象

はこの作業全体となる。この場合，単位作業場所はこの均等ばく露作業の範囲となる。 

(2) 作業者が吹付塗装を行い完了した一定時間後に，同じ作業区域で同一の作業者が調合

作業を行うというように，吹付塗装と調合作業が作業工程上、時間的に明確に分けられる

場合、吹付塗装時と調合時で時間的に単位作業場所を分け，単位作業場所が 2 つあると

して取扱う。個人サンプリング法の対象は吹付塗装だけとなり、調合作業は A, B 測定の

対象となる。（注：単位作業場所は空間的以外に時間的な因子も考慮に入れて定められ

る。） 

[例 2] 作業場の 1 つの区域の中で，吹付塗装を行う均等ばく露作業 P があり，P が吹付塗装を

終えた後，その区域内に引き続き滞在している場合（例えば塗装物質を取り扱わない作業

（例：梱包作業）を行う）： 

(1) 一般的には，C 測定の対象時間は塗装を終えるまでとなる。 

(2) 塗装作業終了後，塗装物質が環境中に残存している場合は，測定士の判断により，塗装

からその残存している時間までを通して C 測定の対象時間とすることができる。 

[例 3] 1 つの作業場の中で，吹付塗装を行う均等ばく露作業 P と，同じ物質を扱って調合を行う均

等ばく露作業 Q とがあり，P と Q の作業者は互いに異なる。この時，と P と Q の作業区域

が全く重ならない場合，または P の作業区域の一部のみが Q の作業区域に重なる場合： 

(1) 均等ばく露作業 P と Q とは互いに独立したものとして取扱う。均等ばく露作業 P は個人サ

ンプリング法の対象となるが，Q は対象とならず A, B 測定の対象となる。 

[例 4] 作業場の 1 つの区域の中で，吹付塗装を行う均等ばく露作業 P と，同じ物質を扱って調合

を行う均等ばく露作業 Q があり，P と Q の作業者は互いに異なる。この時，Q の作業区域

が， P の作業区域内に含まれると考えられる場合： 

この場合は，測定士の判断により，以下のような取扱いが考えられる。 

(1) 調合作業の場所が吹付塗装場に近接している，Q の作業者が調合をしながら一部吹付

塗装もおこなう，または作業Ｑにおける当該物質へのばく露が大きい，などというように，

P と Q の作業分担に差はあるものの，P と Q のばく露がほぼ同程度と推定される場合，P

と Q の作業をまとめて新たに１つの均等ばく露作業（R とする）として取扱うことができる。

この場合，均等ばく露作業 R の作業者（作業 P と Q の従事者全員）が個人サンプリング

法の対象となり，C 測定はこれら作業者について 5 点以上のサンプルを取る。D 測定は P

または Q の作業中で測定対象物質の濃度が最も高くなると思われる時間に行う。 

(2)  (1)の取扱いができず，均等ばく露作業の P と Q の間で明らかにばく露に差があると考え

られる場合，1 つの単位作業場所の中に 2 つの異なる均等ばく露作業が存在するとして，

以下のような特殊な取扱いを行う。均等ばく露作業 P について通常の方法で C 測定を行

い（例：5 サンプル測定），また均等ばく露作業 Q に対して別途同様に行う（例：5 サンプル

測定）。データの評価は，得られた測定サンプルの全て（例：10 サンプル）を合算して行い，

1 つの評価結果（第 1～第 3 管理区分）を得る。 
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2.2 事前調査の方法と調査項目 

作業場の事前調査を行う前に，本章「2. デザインの方法」などの内容を十分理解し，個人サン

プリング法の方法の全体像を把握して，事前調査の目的を明確に認識しておく必要がある。 

作業場の事前調査の目的を表 2-1 に示す。これらは事前調査で決定しなければならない重要な

事項である。 

 

表 2-1 作業場の事前調査の目的（決定すべき重要事項） 

 決定すべき重要事項 説明 

1 評価対象とする化学物質  

2 均等ばく露作業 

「単位作業場所において、労働者にばく露され

る測定対象物質の量がほぼ均一であると見込

まれる作業」のこと。 

3 作業 
均等ばく露作業が行う作業内容と時間的な変

化等。C 測定の対象となる。 

4 単位作業場所 

当該作業場の区域のうち労働者の作業中の行

動範囲、有害物の分布等の状況等に基づき定

められる作業環境測定のために必要な区域を

いう 

5 D 測定の対象作業とタイミング 
作業中に対象物質の気中濃度が最も高くなる

と思われる時間（15 分間） 

 

評価対象とする化学物質は，2.1.1 項で示した作業に関わる物質のうちのいずれかである。こ

れら物質の何が使用されているか，また，同時にサンプリングが可能な状況かどうか（例：有機溶

剤であれば一般に複数物質を 1 つの試料採集機器で測定可能なことが多い）をなど確認する。 

均等ばく露作業の定め方の基本は，事前調査による職場の組織構成や作業分担にもとづき，

類似の作業を行っている者（ばく露がほぼ同等と見込まれる者）を均等ばく露作業とする。同職場

の同職位の作業者であっても，実際に異なる作業を行う場合があるので，管理者や作業者への

聞き取りなどを注意深く行う。但し，必要以上に厳密に「作業の同一性」を求める必要は全くなく，

現実的に「ばく露量がほぼ均一と見込まれる」ことでよい。 

なお，一旦設定した均等ばく露作業に対して，測定，評価を行った結果に応じ次回の測定から

均等ばく露作業を再設定（分割など）することができる。 

均等ばく露作業が行う作業については，その作業の内容と時間的な変化の概略を把握する。

例えば，作業の始まりと終わり，作業終了後に引き続きその作業場に滞在するか，その作業場所

から出ることはあるか，更にその後戻るか，昼休み，などについて把握する。以上の情報は，C 測

定の測定条件を決めるために必要となる。 

単位作業場所は，当該作業場の区域のうち労働者の作業中の行動範囲、有害物の分布等の

状況等に基づき定められる作業環境測定のために必要な区域のことであり，これは，労働者の動

きと密接に関連している。例えば，労働者が A 作業場から B 作業場に移動し，いずれの場所でも

評価対象の作業を行う場合は，単位作業場所は A と B を含めた範囲となる。また，この場合，移
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動の間に昼休みなど測定しない時間を挟んでも良い。 

作業中に対象物質の気中濃度が最も高くなると思われる時間がある場合は，15 分間の短時

間測定（D 測定）を行う必要がある。したがって，事前調査では作業の状況を把握し，D 測定を行

う必要があるかどうか，及び行う場合の対象作業とタイミングを決定する。 

表 2-2 に事前調査の主な方法と調査の内容を整理した。事前調査は実際の作業場で行うこと

が基本となるが，可能な場合は作業場の訪問前に予備的な文書調査などをしておくこともできる。

作業場においては，文書，記録の調査，作業場の管理者からの聞き取り，必要に応じた他の専門

職（作業環境測定士，衛生管理者，産業医等）からの聞き取り，作業場の観察などを行う。表中に

は代表的な調査項目を挙げた。これらについて必要事項を適宜調査し，測定の計画のために必

要十分な情報を得る。 

D 測定について計画するために，気中濃度が高くなる作業を把握する必要がある。このために

は，聞き取りや観察と共に，可能な場合は簡易測定器（特にリアルタイムモニター）を用いて気に

なる作業をその場で測定すると非常に有効な情報が得られる。 

以上に加え，測定の結果として管理対策が必要となりそうな場合には，発生源や物質の伝播

の状況（換気等）にも特に注目し，必要な管理対策の候補案を得るように努める。測定結果が第 2

または第 3 管理区分であった場合，その原因を推定し，対策を考察するために，事前調査の情報

は非常に重要となる。また，事前調査の結果を記録し易いような書式を適宜工夫して準備しておく

と，調査を効果的に行うことができる。 

 

表 2-2  作業場の事前調査の方法と調査内容 

方法 調査内容の例 (*1) 

情報の事前入手 

（文書情報など） 
作業場での一般調査内容（下記）の一部 

作業場での一般調

査（文書，記録な

ど） 

事業場・作業場の組織（均等ばく露作業の選定に関連） 

生産工程 

作業場内の設備等の配置（簡易図面等が利用できると良い） 

評価対象の化学物質とその SDS 

過去の作業環境測定結果 

過去のリスクアセスメントの結果（ある場合） 

特殊健康診断の結果 

過去の事故，苦情等 

作業場の管理者か

らの聞き取り(*2) 

職場での作業分担（均等ばく露作業の選定に関連） 

対象物質の取扱い作業の内容（取扱い量，頻度，時間的変化，作業

場での滞在時間，等） 

作業者の行動範囲（単位作業場所の決定に関連） 

気中濃度が高くなる作業（D 測定に関連） 

過去の事故，苦情等 

作業場の観察 

設備，工程，作業用スペース，局所排気装置等の配置 

整理整頓（汚染した器具，ウエス，廃棄物等） 

発生源（発散量，温度，囲い等） 
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対象物質の伝播の状況（全体換気，局排，気流等） 

作業方法（作業の変化，移動，近接，皮膚吸収，保護具等） 

作業者への聞き取り（ばく露の実感，懸念等） 

気中濃度が高くなる作業（D 測定に関連，簡易測定器の使用も可能） 

ばく露の主な原因（推定） 

必要な管理対策の候補案 

*1: 代表的な例を示したもので，これらが全てでなく，また必ず行うことでもない 

*2: 必要に応じ，事業場の作業環境測定士，衛生管理者，産業医等からも聞取りを行うとよい。 

 

2.3  均等ばく露作業ごとの測定対象者の選定 

2.3.1 均等ばく露作業に従事する者が 5 人以上の場合 

全員を対象とすることを原則とする。困難な場合は、作業内容等の調査を踏まえ、単位作業場

所におけるばく露状態を代表できる抽出方法を用いて抽出された数の作業者とすることができる。

ただし、その数は 5 人以上とする。 

測定を実施する当日にその日の作業予定などを管理者などに確認し，特別な作業や非定常

作業を行う者は測定対象者から除外する。 

その日の作業予定において，均等ばく露作業の中である程度の作業量の大小等が見込まれ

る場合は，測定対象者の中で作業量が偏らないように選定する。 また，例えば作業量が多めの

作業と少なめの作業に分かれるような場合，初回の測定ではこれらを同一の均等ばく露作業とし

て扱い，測定結果に基づいて，もし別の均等ばく露作業に分けた方が適切であれば次回の測定

から均等ばく露作業を分けることも可能である。 

 

2.3.2 均等ばく露作業に従事する者が 5 人未満の場合 

作業者に対する本来の測定時間，すなわち作業者が単位作業場所にいる全時間を複数に分

割することにより、1 日におけるサンプル数が 5 以上となるようにする。その際、全作業時間を均

等に分割して、各測定時間は同じになるようにする。詳しくは，2.4.1 項を参照。 

 

2.4 個人サンプリングの方法 

 個人サンプリング法（作業に従事する労働者の身体に装着する試料採取機器等を用いて行う作

業環境測定に係るデザイン及びサンプリング。）の測定対象者の選択は、事前調査に基づいて事

前に行っておく必要があるが、測定実施日に事業場の都合で変更となったり、変更にならなくても

行われる作業が異なったりすることもあるので、確認を行う。また、事前調査に基づいて試料採取

機器の装着について、現場の作業部署で行うのか１か所に集まった場所で行うかを確認する。 

 試料採集機器の装着時に一番注意しなければならないことは、試料採取機器の捕集口を呼吸

位置近くとし、作業衣の一番外側になるようにしなければならない。また、休憩時間（特に昼休憩）

についても試料採取機器の着脱の有無を確認し、着脱を行う場合は時間と場所を明確にする必

要がある。試料採取機器を外さない場合は吸引ポンプを停止しておく。短時間の休憩の場合は、

試料採取機器を稼働させた状態にすることが多いが、喫煙の有無の確認をしておいたほうが良い。

粉じんについては質量濃度に影響を与えることもあるが、化学物質については問題となることは

ないと思われる。しかしながら、測定対象化学物質が低濃度の場合には、分析時に煙草の成分
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が妨害ピークとなることもあり、注意する必要がある。 

試料採取機器装着者の作業内容を把握することは、測定結果を確認する際に重要な情報とな

る。試料採取機器装着者全員の作業内容を測定者が把握することが難しいので、あらかじめ作

成した作業内容を簡便に記録する記録用紙を測定対象作業者に渡して記入してもらうようにする。

作業内容等記録用紙および記入例を図 2-1 に示したが、作業環境測定士の記録項目と作業者

の記録項目に分かれている。作業環境測定士の記録項目は、労働者番号.、作業場名（単位作業

場所名及び均等ばく露作業の人数）、作業者名/所属、測定開始時刻、吸引流量、測定終了時刻、

測定時間で、その他の記録項目は作業者に記入してもらう。なお、作業環境測定結果報告書（モ

デル様式）の測定結果に No.を使用しても、この記録用紙により作業者名との対応が可能となる。

この記録用紙は１例であるので、修正等を加えて使用してもかまわない。 

測定者は、試料採取機器の吸引ポンプのスイッチをオンにし、吸引ポンプの稼動を確認して、

測定開始時刻を作業内容等記録用紙に記録する。測定中は、試料採取機器のポンプの稼働状

況や捕集口の向き等のほか、作業内容（特にトラブル処理）などの監視を行う。昼の休憩前後で

試料採取機器をはずしたり装着したりする場合には、そのタイミングに注意する。作業が終了して

作業者が単位作業場所から出た時点で、吸引ポンプの稼動の確認を行い、スイッチをオフにする。

測定終了時刻を作業内容等記録用紙に記録する。作業者が単位作業場所から出た後、再度、戻

ってくる場合もあるので終了時のタイミングは作業者に作業内容を聞くなどして慎重に判断する。 

試料採取機器の取り付け及び取り外しは原則として作業環境測定士が行うが、取り外しについ

ては、パッシブ試料採取機器のように吸引ポンプを使用しない固体捕集方法等技術的に問題が

ない場合に限って、事業場の担当者でもかまわない。    

吸引ポンプのオンオフ、行動経路、作業時間、測定機器の装着状況は、作業環境測定士又は

作業環境測定士から指示を受けた事業場の担当者が行うこととする。この場合、あらかじめチェッ

ク項目を決めておくとよい。なお、事業場の担当者に確認を依頼する場合は、担当者の職氏名を

モデル様式に記録しなければならない。 

 

作業内容等記録用紙 

労働者

番号. 

作業場名（単位作業場所名

及び均等ばく露作業の人数） 

作業者

名/所属 

測定開

始時刻 

測定終

了時刻 

吸引流量

（L/min） 

測定時間 

（分） 

 

① 

塗料製造作業場 

（塗料製造作業場、３名） 

作 業 者

A/ 塗 料

製造課 

9：00 12：00 0.1 180 

13：00 16：00 0.1 180 

    

    

    

 作 業

内容 

 等 

時刻 

作業場所名を記入 

別の屋内作業場に

移動した場合、そ

の作業場名を記入 

屋 内 、

屋外の

別 を 記

入 

投入、袋詰、塗装、調合など

作業名の他、休憩時間を記

入（トラブルやトラブル処理も

記入） 

呼 吸 用 保

護 具 の 使

用の有無 

化 学 防 護

手 袋 の 使

用の有無 

6：00      

7：00      
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8：00 １号機 屋内 準備 無 無 

9：00   原料投入 有 有 

10：00   混練 無 無 

11：00      

12：00 食堂  昼休み   

13：00 １号機  調合 無 無 

14：00   ろ過 有 有 

15：00   充填   

16：00  屋外    

17：00      

18：00      

19：00      

20：00      

備考 

 単位作業場所内での作業は 8：00 から 12：00、13：00 から 16：00 の時間に行われている。 

 測定対象作業者が３名であったので、各作業者について作業時間を２分割して測定（３時間測

定を２回）を行った。 

図 2-1 作業内容等記録用紙および記入例 

 

個人サンプリング法の方法には、全作業時間測定を行う C 測定が基本となる。C 測定値は１日

測定で測定値が均等ばく露作業ごとに５以上となるようにしなければならない。また、発生源に近

接して作業が行われる場合には、濃度が最も高くなる時間に C 測定に加えて 15 分間の測定であ

る D 測定を行う。D 測定を対象とする作業は、事前調査等で把握し、測定当日は、測定対象作業

者と測定時刻の確認を行い、試料採取機器を装着して 15 分間測定を行う。 

 

2.4.1 C 測定の方法 

C 測定は、原則、単位作業場所内での全作業時間中に連続して測定を行い、作業が終了した

ときはその時点で測定を終了する。ただし、作業が終了しても単位作業場所内にとどまって後片

付けなどその作業に付随した作業を行う場合は測定を継続するが、作業終了後、単位作業場所

外に出る場合には、測定を終了する。 

作業の途中で単位作業場所以外の場所に移動した場合は、原則として測定を中断する必要が

あるが、測定対象物質が存在しないなど、妨害物質がないこと等、測定結果に影響を与えない場

合は、測定を継続することができる。その際、単位作業場所での滞在時間を把握し、測定値は滞

在時間での時間加重平均値とする。C 測定は、８時間を超えても単位作業場所内で作業を行って

いる場合は継続して行う。 

作業時間が２時間を超える作業であって、同一作業を反復する等労働者にばく露される測定対

象物質の濃度がほぼ均一であることが明らかなときは、作業環境測定士の判断により、測定時間

を短縮することができるが、少なくとも２時間以上測定を行わなければならない。例えば、４時間作

業中に測定時間を短縮して２時間測定を行った場合、２時間の時間加重平均値を測定値とする。 
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間欠的ではあるが繰り返し作業であり、濃度変化が一定のパターンで変化すると測定者が判

断すれば、測定時間の短縮が可能である。繰り返し作業でも、換気が良くない作業場では経時的

に気中濃度が高くなることがあり、また、作業準備時や終了後の清掃時に気中濃度が高くなるこ

とがあるため、測定時間の短縮は、これらも十分に考慮して行う必要がある。 

C 測定は、現行の A 測定よりも長時間の測定となることがあることから、高濃度になる作業につ

いては、ガス・蒸気状物質では捕集剤の破過、粒子状物質では慣性衝突式分粒装置での再飛散

など、測定の途中で捕集剤等の交換が必要となることがある。 

C 測定は、単位作業場所において、均等ばく露作業ごとに、それぞれ、適切な数の労働者に対

して行い、その数は、それぞれ５人以上としなければならない。よって、C 測定の測定値は１日の

測定で均等ばく露作業ごとに５以上としなければならないことになっており、複数日にわたる測定

で測定値を５以上とすることはできない。連続する２作業日について行う測定は従来の A 測定と

同様な方法で行う。均等ばく露作業の作業者数が５人以上の場合は、全員を測定対象とするか、

５人以上の適切な数の作業者を選定して測定を行う。均等ばく露作業の作業者数が５人未満の

場合は、作業者が単位作業場所において作業に従事する全時間を均等に分割して、測定値が５

以上となるようにする。その際、分割する間隔をほぼ等間隔として、各測定時間はできるだけ同じ

になるようにする。例えば、作業者数が２人の場合、それぞれの単位作業場所で作業に従事する

時間が６時間であるとき、作業時間を３分割することにより、各測定時間を２時間とし、測定値が６

となる。  

 C 測定の実施例を以下に示す。なお、実施例中の A 作業とは、測定対象物質を取扱う作業、B

作業とは、測定対象物質以外を取扱う作業とする。 

 単位作業場所内で、午前に A 作業が行われ、午後も継続して同じ A 作業が行われる場合は、

午前と午後を通して測定を行う。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 単位作業場所内で A 作業あり 
 

単位作業場所内で A 作業あり 

C 測定   

 

 単位作業場所内で、午前に A 作業が行われ、午後は、その単位作業場所と同じ作業場所内

で B 作業が行われる場合は、午前のみ測定を行う。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 単位作業場所内で A 作業あり 
 

作業場所内で B 作業あり 

C 測定   

 

 単位作業場所が想定される作業場所内で、午前に A 作業が行われないが、午後からその作

業場所内に設定した単位作業場所で A 作業が行われる場合は、午後から測定を行う。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 作業場所内で A 作業なし 
 

単位作業場所内で A 作業あり 

C 測定   

 

 単位作業場所内で、午前に A 作業が行われ、午後は A 作業および A 作業に付随した作業
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（後片付け作業など）が行われ、A 作業と A 作業に付随した作業が同一作業者である場合は、

午前と午後を通して測定を行う。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 単位作業場所内で A 作業あり 
 

単位作業場所内で A 作

業あり 

A 作業に付随し

た作業あり 

C 測定   

 

 単位作業場所内で、午前と午後の１日を通じて、A 作業と A 作業に付随した作業が行われ、

A 作業と A 作業に付随した作業を行うものが同一作業者でない場合は、それぞれの作業に

均等ばく露作業を設定して測定を行う。評価には、それぞれの均等ばく露作業のすべての測

定値を用いて単位作業場所として行う。なお、それぞれの均等ばく露作業ごとに、それぞれ

の測定値が５以上になるようにしなければならない。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 
単位作業場所内で A 作業および 

A 作業に付随した作業あり 
 

単位作業場所内で A 作業および 

A 作業に付随した作業あり 

A 作業を行う作

業者の C 測定 
  

A 作業に付随し

た作業を行う作

業者の C 測定 

   

 

 午前と午後、単位作業場所で作業が行われるが、午後の中間に単位作業場所外に移動す

る時間がある。C 測定は、原則、単位作業場所外に移動する場合は、試料採取機器の吸引

ポンプを停止させ、再度、単位作業場所内に移動する場合は吸引ポンプを稼働させて行う。

なお、単位作業場所以外でのばく露や妨害物質の影響等がないときには、測定を継続する

ことができるが、単位作業場所外にいる時間を記録しておく。（測定値は、単位作業場所での

全作業時間の時間加重平均値とする。） 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 単位作業場所内  単位作業場所内 外 単位作業場所内 

C 測定  
 

 

C 測定   

 

 作業者数が１人の場合、単位作業場所にいる時間を６分割することにより、測定値を６とする

ことができる。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 単位作業場所内で作業 
 

単位作業場所内で作業 

C 測定   
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 作業者数が３人の場合、それぞれの単位作業場所にいる時間を２分割することにより、測定

値を６とすることができる。 

時刻 午前 昼休 午後 

作業等 単位作業場所内で作業 
 

単位作業場所内で作業あり 

C 測定者①   

C 測定者②    

C 測定者③    

 

2.4.2 D 測定の方法 

単位作業場所内で発散源に近接する場所において作業が行われる場合には、C 測定に加えて

測定対象物質の濃度が最も高くなると思われる時間に D 測定を行う。D 測定は、１回行えばよい

が、複数回行った場合は、そのうちの最大値を評価に使用する。なお、D 測定は現行の B 測定に

相当するが、測定時間は B 測定の 10 分間と異なり、短時間ばく露限界値の STEL を考慮して 15

分間としている。なお、D 測定対象者は、C 測定対象者であっても構わないが、その場合、試料採

取機器を２台装着して測定を行うことになる。 

D 測定は、単位作業場所内での作業が数分で終わってしまう作業で、その後もその周囲にいる

場合は、測定を継続して 15 分間行う。しかし、作業が数分で終わってしまう作業で、その後、当該

作業者が単位作業場所外に移動して戻ってこない場合は 15 分間測定ができないので、個人サン

プリング法を選択しない。 

 

2.5 個人サンプリング法の評価方法 

2.5.1 評価に用いる測定値および管理濃度 

単位作業場所外でも、対象物質など、妨害物質がないこと等、測定結果に影響を与えないこと

を条件に、吸引ポンプをオフにせずに継続して C 測定を行った場合、単位作業場所内に滞在した

時間を用いて計算した時間加重平均値を評価に用いる。８時間越えて C 測定を行った場合、測定

値に８時間補正を行わないで、測定値を評価に用いる。同一作業を反復する等労働者にばく露さ

れる測定対象物質の濃度がほぼ均一であることが明らかなとき、測定時間を短縮して行った C 測

定は、その測定値を評価に用いる。D 測定は、15 分間の測定値を評価に用いるが、測定値が複

数ある場合は、最大値を評価に用いる。なお、混合溶剤については、従来の方法と同様に、換算

値を評価に用いる。測定結果を評価する基準として、管理濃度を用いる。 

 

2.5.2 C 測定のみを実施した場合の評価 

C 測定の測定値から幾何平均値（M）と幾何標準偏差（σ）を計算し、次式により第１評価値(EC1)

と第２評価値(EC2)を計算する。 

log = + 1.645 ×  

log = + 1.151 ×  

表 2-3 を用いて第１評価値(EC1)と第２評価値(EC2)を管理濃度と比較して、当該単位作業場所を評

価し、管理区分（3 区分）を決定する。 
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表 2-3  C 測定のみを実施した場合の管理区分 

 EC1＜管理濃度 EC1≦管理濃度≦EC2 管理濃度＜EC2 

C 測定 第１管理区分 第２管理区分 第３管理区分 

 

１日測定を行ったとき、C 測定値から得られた幾何標準偏差（σ1）に日間変動の幾何標準偏差（σ

D）を加えた幾何標準偏差（σ）の計算は、次式により計算する。 

logσ = +  

ここで、日間変動の幾何標準偏差は従来の A 測定の場合と同様に、経験的な日間変動の分布

の上側 90％の推定値である 1.95 を用いる。（log21.95=0.084） 

                           logσ = + 0.084 

２日間測定を行ったとき、幾何平均値（M）と幾何標準偏差（σ）の計算は、次式により計算する。

なお、１日目と２日目の幾何平均値は M1、M2、幾何標準偏差はσ1、σ2 とする。 

logM = ( + )/2 
logσ = ( + ) + ( − )   

 

2.5.3 C 測定に加えて D 測定を実施した場合の評価 

C 測定の評価は、C 測定のみを行った時の評価と同様に表 2-4 を用いて行う。 

 

表 2-4   C 測定の管理区分 

 EC1＜管理濃度 EC1≦管理濃度≦EC2 管理濃度＜EC2 

C 測定 第一管理区分 第二管理区分 第三管理区分 

 

D 測定の評価は、表 2-5 を用いて、D 測定値を管理濃度と比較して管理区分（3 区分）を決定す

る。なお、D 測定値が複数ある場合は、B 測定値の場合と同様にその最大値を用いる。 

表 2-5  D 測定の管理区分 

 測定値＜管理濃度 管理濃度≦測定値≦管

理濃度×1.5 

管理濃度×1.5＜測定値 

D 測定 第一管理区分 第二管理区分 第三管理区分 

 

（参考） 評価値（EC1、EC2）の計算式 

１日測定の場合 

log = + 1.645 × + 0.084 
log = + 1.151 × ( + 0.084) 

２日間測定の場合 

log = ( + ) + 1.645 × ( + ) + ( − )   

log = 12 ( + ) + 1.151 × 12 ( + ) + 12 ( − )  
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C 測定と D 測定の総合評価は、表 2-6 に示したように C 測定と D 測定の評価で悪い管理区分

で当該単位作業場所を評価し、管理区分（3 区分）を決定する。 

表 2-6   C 測定および D 測定を実施した場合の管理区分 

C 測定 

D 測定 

EC1＜管理濃度 EC1≦管理濃度

≦EC2 

管理濃度＜EC2 

測定値＜管理濃度 第１管理区分 第２管理区分 第３管理区分 

管理濃度≦測定値≦管理濃度×1.5 第２管理区分 第２管理区分 第３管理区分 

管理濃度×1.5＜測定値 第３管理区分 第３管理区分 第３管理区分 

 

2.6  作業環境測定結果報告書（モデル様式）の記載方法 

個人サンプリング法は粉じんが対象となっていないので、特定化学物質、鉛、有機溶剤、石綿

用のモデル様式を使用する。モデル様式は、従来の方法に用いられているモデル様式と大きくは

変わらないが、従来からある単位作業場所に加えて均等ばく露作業に関連する項目が追加され

ている。以下、記述に際して、特に注意すべき事項を示した。 

 

2.6.1 作業環境測定結果報告書（証明書）の事業者記入欄 

試料採取機器の吸引ポンプの稼働状況、行動経路、作業時間、試料採取機器の装着状況、作

業内容などの確認は、測定を行う者又は測定を行う者から指示を受けた事業場の担当者とされ

ている。事業場の担当者に依頼する場合、その者の氏名等を明確にしておく必要があることか

ら、作業環境測定結果報告書（証明書）の事業者記入欄に「吸引ポンプ稼働状況等確認者職氏

名」の欄を新たに設けた。なお、試料採取機器の取り付け（吸引ポンプのオンを含む）及び取り外

し（吸引ポンプのオフを含む）は原則として測定を行う者が実施するが、取り外し（吸引ポンプのオ

フを含む）について、パッシブ試料採取機器等の固体捕集方法等技術的に問題がない場合に限

って、事業場の担当者でも構わないことになっている。 

「（1）当該単位作業場所における管理区分等の推移」の欄には、A・

B 測定と C・D 測定の管理区分が混在するので、区別できるような記

述方法が望ましい。例えば、各区分の後ろに（A）、（B）とか（C）、

（D）などを記入する方法がある。 

 

2.6.2 単位作業場所 

「○25  単位作業場所について」の欄には、従来の方法と同様な記述を行うが、「(２) 労働者の

作業中の行動範囲」の欄には、従来の記述事項に加えて、C 測定のサンプリング計画を作成する

際に必要となる作業時間も記述することとした。この情報をもとに「○28   C 測定のサンプリング

計画」で均等ばく露作業等の特定に用いる。「○25  単位作業場所について」の欄に記述する事項

を以下に示した。 

(1)有害物の分布の状況には、発生源の特定、有害物の拡散理由とその拡散範囲について記

述する。具体的には、発生源の特定（装置、設備、作業など）、局所排気装置の稼働状況、有害

物の発散状況、拡散要因（気流等）、有害物の分布範囲などについて記述する。 

(2)労働者の作業中の行動範囲には、発生源作業、それに付帯するすべての労働者の行動範

  年   月 

 Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ(A) 

 Ⅰ   Ⅱ   Ⅲ(B) 

第 1  第 2  第 3 
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囲を記述する。具体的には、吹付け塗装等発生源の場所が一定しない作業、低管理濃度特定化

学物質を取り扱う作業、これらの作業に付帯する作業などを行うすべての労働者について、労働

者数、各労働者の作業内容、行動範囲、作業時間などについて記述する。 

(3)単位作業場所の範囲を決定した理由には、有害物の分布の状況、労働者の作業中の行動

範囲等を考慮して、最終的に単位作業場所を決定した理由を記述する。 

 

2.6.3 D 測定の労働者と測定時刻を決定した理由 

 D 測定は、従来の方法の B 測定と同様に「発生源に近接する場所における作業」が行われる場

合に、C 測定に追加して行う測定である。 

「D測定の労働者と測定時刻を決定した理由」の欄には、従来の方法の B 測定の場合と同様

の内容を記述するが、D 測定を行った労働者を明確にするため、労働者番号を記入し、「6 測定

データの記録」の D 測定データに記入されたＣD１、ＣD２などと一致させる必要があるので、１回目

は労働者①に、2 回目は労働者②について行ったというような表現を用いて記述する。 

 

2.6.4 C 測定のサンプリング計画 

従来の方法のモデル様式にあった「○28 A 測定点の数を５点未満に決定した理由」を「○28 C 測

定のサンプリング計画」に変更し、「(1)単位作業場所の広さ」と「(2)過去における測定の記録」を削

除した。 

「○28 C 測定のサンプリング計画」の欄には、ばく露量を考慮した均等ばく露作業の特定および

均等ばく露作業内の試料採取機器装着者の選定の理由に加えて、C 測定の方法の詳細とともに

労働者番号と測定データ No.の対応関係を記述する。 

均等ばく露作業の労働者数が５人未満の場合、C 測定は分割サンプリングを行い、測定値が５

以上となるようにする必要があるので、分割サンプリングの方法を詳細に記述する。 

例えば、均等ばく露作業の労働者が１名の場合は、作業時間を５分割して測定を行い、

労働者①の測定値が、No.1 から No.5 となる。労働者が２名の場合は、各労働者の作業時

間を３分割して測定を行い、労働者①の測定値は、No.1 から No.3、労働者②の測定値

は、No.4 から No.6 となる。なお、表を用いて記述してもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「○28 -(2) C 測定の測定時間の短縮を決定した理由」の欄には、同一作業を反復する等労

働者にばく露される化学物質の濃度がほぼ均一であることが明らかな場合は測定を行う者

の判断により測定時間を短縮することができるが、その理由を具体的に記述する。 

 

労働者番号 回数 ○34 No 

①  1 1 

2 2 

3 3 

4 4 

5 5 

労働者番号 回数 ○34 No 

①  

 

1 1 

2 2 

3 3 

②  1 4 

2 5 

3 6 
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2.6.5 全体図、単位作業場所の範囲、主要な設備、発生源、労働者の配置等を示

す図面 

 「5 全体図、単位作業場所の範囲、主要な設備、発生源、労働者の配置等を示す図面」の

欄には、従来の方法の場合と同様の内容を記入するが、単位作業場所が複数の作業場にまたが

る場合には、図面は複数枚としてもよいが、単位作業場所が２～３程度で 1 枚の図面に収まれば

１枚の図面としてもよい。 

C 測定の労働者番号と「6 測定データの記録」欄の「№」は、均等ばく露作業の労働者数が５人

以上の場合は、一致するが、労働者数が５人未満の場合は分割サンプリングとなり、１人の労働

者の測定値が複数となるため一致しない。労働者番号と「6 測定データの記録」欄の「№」が一致

しない場合、その関係は、「㉘ C 測定のサンプリング計画」で確認することができる。 

D 測定の労働者番号表記は、労働者１人について実施した時は D1、労働者２人について実施

した時は D1、D2 などと記入する。また、労働者１人について２回実施した時は D1、D2 と記入す

る。なお、番号は、○38の欄の D 測定データの番号と一致させる。 

労働者の移動は矢印を用いて、両方向の移動は「＜……＞」、片方向の移動は「＜……」のよ

うに表記する。 

 

2.6.6 測定データの記録 

 「6 測定データの記録」の欄には、労働者が５人以上の場合は、「○34 No.」は図面の C 測定

労働者番号（①、②、③、④、⑤など）と一致させる。労働者が５人未満の場合は、労働者

ごとに分割サンプリングを行うことになるため、同一労働者でも複数の「○34 No.」に測定

値が記入される。労働者番号と「○34 No.」との対応関係については「○28 C 測定の個人サン

プリング計画」で確認できる。 

 

2.6.7 サンプリング実施時の状況 

「7 サンプリング実施時の状況」の欄は、従来の方法のモデル様式にある「各測定点

に関する特記事項」を「各労働者に関する特記事項」に変更し、作業内容等記録用紙を基

に特記事項を記述するほか、Ｃ測定データの「○34 №」ごとに測定開始時刻と測定終了時

刻を記入する。なお、作業内容等記録用紙の原本を事業者に渡す場合、測定機関は事業者

からのその写しをもらっておく。 

「当該単位作業場所の周辺からの影響」の欄には、他の作業場からの影響のほか、単位作

業場所以外でも吸引ポンプを継続してオンにして測定する場合、単位作業場所以外で、測定対象

物質のばく露がないことや妨害物質がないことを判断した理由などを記述する。 

 

2.6.8 試料採取方法等 

「8 試料採取方法等」の欄の、吸引流量、捕集時間、捕集量は、平均的な値またはその範囲を

記入する。なお、捕集時間の欄の間隔は記入しなくてよい。 
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3 個人サンプリング法に係るサンプリングの方法、簡易測定器とその取扱い 

3.1 サンプリング機器の基礎知識とその選定方法 

3.1.1 サンプリング機器の種類と選定方法 

 個人サンプリング法の C 測定は、従来の方法に比べて長時間の測定となることがあることから、

捕集剤の破過や分解、重合などについて確認が必要である。また、D 測定は、吸引流量の小さい

吸引ポンプを使用する粒子状物質については、定量下限の確認が必要である。 

個人サンプリング法に用いる試料採取機器は、測定対象者に装着して測定を行うことから小

型・軽量である必要がある。そのため、定点測定である現行の作業環境測定で使用される試料採

取機器の内、特に粒子状物質の捕集に用いる吸引ポンプや分粒装置などの機器には使用できな

いものがある。従来の方法と個人サンプリング法について捕集方法別に試料採取機器の比較を

行ったものを表 3-1 に示した。 

 

試料採取機器の選定方法については、作業環境測定基準にある捕集方法から、ろ過捕集方法、

固体捕集方法、液体捕集方法、直接捕集方法のうちどの捕集方法が指定されているかを確認し、

必要とされる試料採取機器を表 3-1 を参考に決定する。先行導入での測定対象物質は表 3-2 に

示した粒子状物質と蒸気状物質である。これらの捕集方法には、ろ過捕集方法、液体捕集方法、

固体捕集方法、直接捕集方法があるが、試料採取機器を作業者に装着して測定を行うことを考

慮すると、ろ過捕集方法と固体捕集方法を優先して選択すべきである。なお、インジウム化合物

については、分粒装置が必要となるが、従来の方法で使用している多段平行板式は、重量の問

題と測定時に水平に保たなければならないことから個人サンプリングには不向きであるので、サ

イクロン式か慣性衝突式を選択する。 

表 3-2 先行導入の測定対象物質とその捕集方法・分析方法 

測定対象物質 捕集方法 分析方法 

ベリリウム及びその化合物 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法、原子吸光分析方

法又は蛍光光度分析方法 

砒素及びその化合物(アルシ

ン及び砒化ガリウムを除く。) 

ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は原子吸光分析

方法 

表 3‐1 捕集方法別試料採取機器の比較 

捕集方法 従来の方法 個人サンプリング法 

液体捕集方法 
小型ガス吸収管、バブラー、ミゼッ

トインピンジャーなど 

マイクロインピンジャー 

固体捕集方法 
活性炭管など 活性炭管など 

パッシブサンプラー 

直接捕集方法 捕集袋、真空捕集瓶 キャニスター（ガラス製、ステンレス製） 

ろ過捕集方法 フィルター フィルター 

分粒装置 多段平行板式 サイクロン式、慣性衝突式 
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３・３′‐ジクロロ‐４・４′‐ジア

ミノジフェニルメタン 

固体捕集方法 ガスクロマトグラフ分析方法 

オルト－フタロジニトリル 固体捕集方法及び

ろ過捕集方法 

ガスクロマトグラフ分析方法 

コバルト及びその無機化合物 ろ過捕集方法 原子吸光分析方法 

水銀及びその無機化合物（硫

化水銀を除く。） 

液体捕集方法又は

固体捕集方法 

液体捕集方法は、吸光光度分析方法

又は原子吸光分析方法 

固体捕集方法は、原子吸光分析方法 

五酸化バナジウム ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は原子吸光分析

方法 

トリレンジイソシアネート 液体捕集方法又は

固体捕集方法 

液体捕集方法は、吸光光度分析方法 

固体捕集方法は、高速液体クロマトグ

ラフ分析方法 

カドミウム及びその化合物 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は原子吸光分析

方法 

クロム酸及びその塩 液体捕集方法又は

ろ過捕集方法 

吸光光度分析方法又は原子吸光分析

方法 

重クロム酸及びその塩 液体捕集方法又は

ろ過捕集方法 

吸光光度分析方法又は原子吸光分析

方法 

鉛及びその化合物 ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は原子吸光分析

方法 

インジウム化合物 分粒装置を用いる

ろ過捕集方法 

誘導結合プラズマ質量分析方法 

塗装作業等で使用される有

機溶剤 

液体捕集方法 吸光光度分析方法 

固体捕集方法又は

直接捕集方法 

ガスクロマトグラフ分析方法 

 

試料採取機器の装着方法は、まず、吸引ポンプを腰の位置にセットし、連結管を接続した捕集

器具（フィルターの入ったフィルターホルダーまたは捕集管）を呼吸域に近い位置に取り付けた後、

その連結管をポンプに接続する。試料採取機器の装着後、その上から作業衣を着ることがあるの

で、捕集器具の捕集口が常に作業衣の一番外側となることを確認する必要がある。 
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3.1.2 ろ過捕集方法に用いる試料採取機器 

ろ過捕集方法に用いる試料採取機器は、フィルター、フィルターホルダー、接続管、吸引ポンプ

で構成される。フィルターホルダーにあらかじめフィルターがセットされたフイルターカセットは、測

定中やフィルター交換時、輸送中の汚染を防止できる利点がある。フィルターは、直径 37mm や直

径 25mm が基本となり、金属類には MCE メンブレンフィルター（セルロース混合エステル）、六価ク

ロムには PVC メンブレンフィルター（ポリ塩化ビフェニル）などが使用される。 

粒子状物質の個人サンプリング法に使用する吸引ポンプは、吸引ポンプ装着者への負担を少

なくするため、できるだけ小型・軽量なものを選定する。そのため、現行の作業環境測定で使用し

ている吸引流量が 10～30L/min の吸引ポンプで重量の重いものは使用できない。個人サンプリ

ング法に使用する吸引ポンプは、重量が 400ｇ～500ｇ程度で、吸引流量は 5～5000mL/min と従

来の方法で使用している吸引ポンプの吸引流量よりも小さい。そのため、15 分測定である D 測定

では、定量下限について注意する必要がある。なお、個人サンプリング法に使用する吸引ポンプ

は、吸引流量２L/min で８時間以上の測定が可能である。これらの吸引ポンプは吸引流量の範囲

が広いのでガス・蒸気状物質にも使用することもできる。 

吸引ポンプについては測定前に流量較正を行っておく必要があるが、その方法は、従来の方

法で使用する吸引ポンプと同じである。なお、吸引ポンプに流量較正用のキットが付属している場

合はそれを用いて較正を行う。 

粒子状物質の捕集で、吸入性粒子を測定する場合には分粒装置を用いる。個人サンプリング

法に用いる分粒装置は、小型・軽量でなければならないことから、サイクロン式や慣性衝突式の

分粒装置が用いられる。分粒装置は、相対沈降径 4μm の粒子の 50％を捕集することができるよ

うに、分粒装置ごとに吸引ポンプの吸

引流量が定められており、サイクロン

式は、吸引流量が、2.5 L/min、2.75 

L/min、3.0 L/min のものが、慣性衝突

式 は 、 吸 引 流 量 が 、 2.0 L/min 、 2.5 

L/min のものが市販されている。 

サイクロン式分粒装置は、その内部

に回転する気流を作って、遠心力と重

力沈降を利用して大きな粒径の粒子を

取り除く装置である（図 3-1）。サイクロ

ンのサンプリング口から取り込まれた

空気は、サイクロン本体内で回転しな

がら下降する流れとなる。この回転す

る空気中の粒子状物質は、遠心力で

サイクロン壁面に衝突し、その後は重

力で下部に落ち、グリップポットに溜まる。この傾向は、粒径が大きい粒子ほど大きく、粒径の小さ

い粒子は、壁面に衝突しないでサイクロンを通り抜けてフィルターに捕集される。測定中はグリッ

プポットが常に下向きになっている必要があり、測定終了後もフィルターを取り外すまではグリップ

ポットが下向きになるようにしておかなければならない。なお、グリップポットに溜まった粒子状物

質は廃棄する。 

 

 

図 3-1 サイクロン式分粒装置（矢印は空気の流れ） 

サンプリング口 

フィルター 

グリップポット 
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慣性衝突式分粒装置は、慣性力を利用して粒子状物質を分粒する装置である。図 3-2 に慣

性衝突式分粒装置を示したが、捕集時の空気の流れは、吸引口から入った空気は捕集板を迂回

してフィルターに向かう。入口開口部

から空気の流れに乗ってまっすぐ進

んできた粒子状物質は、捕集板（衝突

板）付近でその流れの向きが急激に変

わるため、粒径の大きな粒子は慣性力

により曲がりきれずに流れから外れ

て捕集板に衝突して捕集される。一

方、粒径が小さい粒子は慣性力が小さ

いため、空気の流れに沿って捕集板の

脇を通ってフィルターに捕集される。 

 捕集板には、シリコングリースなどの粘

着剤を塗布する。これは捕集板に捕集し

た粒径の大きい粒子が飛散することを防

ぐ為である。なお、粒子状物質濃度が高かったり、長時間測定したりする場合には、捕集板に多

量の粒子が付着し、再飛散を起こしてしまうため、捕集板を交換する必要がある。この再飛散の

影響を小さくするために、開口部と捕集板が複数あるものもある。 

 

3.1.3 固体捕集方法に用いる試料採取機器 

ガス・蒸気状物質の捕集は、固体捕集方法、液体捕集方法、直接捕集方法があるが、個人サ

ンプリング法では、試料採取機器を作業者に装着することから固体捕集方法を優先して選択すべ

きである。 

固体捕集方法に用いる試料採集機器は、捕集管、接続管、吸引ポンプで構成される。捕集管

に使用される捕集剤には、通常、無極性の有機溶剤には活性炭が、無極性の有機溶剤にはシリ

カゲルが用いられる。吸引ポンプの吸引流量は 100mL/min～1000 mL/min で捕集を行うが、従来

の方法の吸引ポンプの吸引流量とほぼ同じであることから、同じものを使用することができる。し

かしながら、C 測定で長時間測定となる場合には、破過等に注意する必要がある（特に混合溶剤

の場合）。また、D 測定は、B 測定の測定点よりも発生源近くでの測定になる可能性が高く、その

ような場所で固定して作業が行われる場合にも、破過に注意する必要がある。固体捕集方法の

個人サンプリング法に用いる捕集管は、吸引ポンプの吸引流量が現行の作業環境測定の吸引ポ

ンプの吸引流量と同じであることから、同様の捕集管を使用することができる。 

固体捕集方法で使用する捕集管は、捕集剤が前層に 100 ㎎、後層に 50 ㎎充填されており、後

層の捕集量から前層からの破過の確認を行う。また充填量を増やして前層に 400 ㎎、後層に 200

㎎としたものもある。 

捕集剤に用いられる活性炭は、ヤシ殻炭が用いられてきたが、その他に石油系活性炭、カーボ

ンモレキュラーシーブなども使用されるようになってきた。石油系活性炭である球状活性炭は、石

油ピッチを原料として球状にした活性炭でヤシ殻炭と比べて吸着力が高いという特徴を持ってい

る。カーボンモレキュラーシーブ（Anasorb CMS など）は、ポリマーを熱分解したもので、粒子の細

孔径の大きさや形状により吸脱着の性質が異なるものを製造することができる。また、スチレン等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.-2 慣性衝突式分粒装置（矢印は空気の流れ） 

フィルター 

捕集板 
吸引口 
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の自己重合性物質の捕集に適している 4-Tert-butylcatechol を含浸させた活性炭もある。シリカ

ゲルを捕集剤とした捕集管には、破過インジケーターが付いたものがあり、シリカゲル層が飽和に

近づくと破過インジケーターが入口側より青色から桃色に変色しはじめ、破過を予告してくれる。 

固体捕集方法の個人サンプリング法には、重量が 200g 前後の小型・軽量な吸引ポンプが使用

される。これらの吸引ポンプの吸引流量の範囲は、10～500 mL/min で、８時間測定が可能である。

また、間欠サンプリング機能や複数の吸引ポンプの稼働状況をスマートフォンで確認できる機能

を持ったものもある。 

ガス・蒸気状物質の捕集は、吸引流量 100mL/min～200 mL/min で行うことから、従来の方法

で使用している吸引ポンプが使用できる。吸引ポンプについては測定前に流量較正を行っておく

必要があるが、その方法は、従来の方法で使用する吸引ポンプと同じである。なお、吸引ポンプ

に流量較正用のキットが付属している場合はそれを用いて較正を行う。 

吸引ポンプの代わりに拡散現象を利用して固体捕集を行う試料採取機器として、受動型試料

採取機器がある。吸引ポンプを使用しないので、取扱いが簡単で、試料採取機器の中では最も小

型で軽量であることから装着者への負担はほとんどない。測定対象物質は有機溶剤用のパッシ

ブ試料採取機器が主であるが、メタノール、スチレン、ホルムアルデヒド、エチレンオキシド、無機

水銀、アンモニアなど特定の化学物質専用のものもある。有機溶剤用の受動型試料採取機器は、

捕集剤である活性炭量は 170mg 程度であるが、倍の高容量型もある。 

受動型 試料 採

取機器の構造は、

図 3-3 に示したよ

うに捕集面、拡散

部、捕集剤で構成

されている。この

なかで、吸引ポン

プの役割をしてい

るのが、拡散部内

に形成された濃度

勾配である。拡散

部内の濃度分布

は、捕集面が気中

濃度で捕集剤表

面に近づくほど濃

度が小さくなって

いる。そのため、

測定対象物質は

濃度の小さい方向に移動し、捕集剤表面に到達した測定対象物質は吸着剤に吸着して捕集され

る。この移動速度をサンプリング速度といい、吸引ポンプの吸引流量にあたるものである。受動

型試料採取機器の捕集面は開放されていることから、ここから気流が侵入すると拡散部内に形

成された濃度勾配が壊れ、サンプリング速度が安定しなくなることから定量的な捕集ができなくな

ってしまう。そのため、拡散部が気流の影響を受けないように捕集面に膜を設けたり、開口面を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 3-3 受動型試料採取機器の構造と捕集原理 

（矢印は物質の移動方向） 

拡散長（L） 

拡散面積(A) 

捕集剤 

拡散部 
捕集面 

捕集量（M） 

気中濃度(C) 
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分割して小さな開口部を多数設けたりするなどの対策がとられている。この膜や開口面に溶剤等

が直接付着すると正確な測定はできないので注意する必要がある。 

受動型試料採取機器を用いた測定で、空気中濃度を算出する計算式は、フィックの拡散法則

に基づいている。フィックの拡散法則から、3.1 式に示したように捕集量 M（μg）は気中濃度

C(μg/cm3)と捕集時間ｔ(min)の積に比例する関係が得られる。この式の比例定数は物質の拡散

係数 D（cm2/min）、拡散面積 A(cm2)、拡散長 L(cm)で定まる値でサンプリング速度といい、その

単位が吸引ポンプで捕集する場合の吸引流量と同じ単位(cm3/min)になっている。 

M = D AL ∙ C ∙ t      (3.1 式) 
この式を変形すると空気中濃度の計算式 3.2 式になる。 

C = M
D AL ∙ t      (3.2 式) 

3.2 式で、捕集量（M）は、捕集剤に吸着した測定対象物の質量で、捕集後、分析により求め、捕

集時間（ｔは、測定時の記録により確認する。3.2 式のサンプリング速度（D・A/L）は、捕集対象物

質の拡散係数（D）と受動型試料採取機器の形状（A、L）によって求めることができるが、実際のサ

ンプリング速度は、この値と若干異なるので、メーカーが示した物質ごとのサンプリング速度の実

験値があればその値を優先して用いるべきである。 

受動型試料採取機器による個人サンプリング法は、測定開始時刻と測定終了時刻を記録して

おき、捕集時間（ｔ）を算出することを忘れないようにする。また、測定開始時刻と測定終了時刻は

吸引ポンプを用いた場合にはスイッチの操作時となるが、受動型試料採取機器は、捕集面の開

口部を開放したときが測定開始時刻で、その開口部を塞いだときが測定終了時刻となる。 

 

3.1.4 液体捕集方法や直接捕集方法に用いる試料採取機器 

液体捕集方法に用いる試料採取機器は、マイクロインピンジャー、接続管、吸引ポンプで構成

される。マイクロインピン

ジャーは、現行の作業環

境測定で使用されている

ミゼットインピンジャー（容

量 30mL）よりも小型（容量

10mL）である。マイクロイ

ンピンジャーの底面に突

起があることで、捕集液

の飛散によって捕集液が

小量になっても捕集液と

試料空気が接触を保てる

ようになっている（図 3-

4）。しかしながら、長時間

の測定の場合は、捕集液

の補充が必要となる場合

がある。 

  

 

図 3-4 マイクロインピンジャーとキャニスター（矢印は空気の流れ） 

吸収液 

オリフィス抵抗 

フィルター 

キャニスター 
継手バルブ 
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直接捕集方法に用いる試料採取機器は、オリフィス式抵抗、キャニスターで構成される（図 3-

4）。キャニスターは、内面を不活性処理したステンレス製またはガラス製で、個人サンプリング法

では容量が 500mL や 600mL の小型のものが使用される。捕集は、キャニスター内を陰圧にして、

オリフィス式抵抗で吸引流量を 1～2mL/min として行う。500mL のキャニスターを用いて、吸引流

量 2mL/min で 200 分の測定が可能である。なお、抵抗の代わりに機械式マスフローコントローラ

を用いるものがあるが、圧力計などがつくので重量が重くなる。このタイプの 500mL のキャニスタ

ーを用いて、吸引流量 1mL/min で 400 分の測定が可能である。捕集後、キャニスター内に採取し

た試料空気を直接ガスタイトシリンジで採取して分析を行うので、作業環境中の空気中濃度と分

析機器の定量下限に注意する必要がある。 

 

3.1.5 簡易測定器 

簡易測定器は、分析機器による分析操作を行わなくても測定値が得られる測定器であり、労働

者の身体に装着できる簡易測定器には、パッシブ式検知管、VOC（揮発性有機化合物）計、粉じ

ん計などがある。従来の方法では、検知管よる測定機器を簡易測定機器として、検知管と同等以

上の性能を有する測定機器を用いることが認められているが、現在認められているのはホルムア

ルデヒドの測定機器のみである。そのため、簡易測定器のうち、パッシブ式検知管のみが個人サ

ンプリングに使用できるものと考えられる。パッシブ式検知管は吸引ポンプを用いないで拡散現象

を利用するもので、例えば、アセトンの場合、測定範囲が 5～1500ppm、測定時間が 1～10 時間と

なっている。 

このパッシブ式検知管は装着時間の時間加重平均値しか得られないが、その他の簡易測定器

である VOC 計、粉じん計などは、装着時間の時間加重平均値のほかに気中濃度の経時変化の

測定を行うことができる。VOC 計は、100ｇ前後と小型・軽量で、光イオン化方式（PID）や熱線型

半導体方式などがあり、8 時間以上の測定ができる。粉じん計は、280g～500g と小型・軽量で、

光散乱式や赤外線吸収式などがあり、8 時間以上の測定ができる。 

これらの簡易測定器は作業環境測定としては使用できないが、個人サンプリング法の精度の

向上やばく露濃度の測定のほか、作業環境改善に必要な情報収集や改善効果の確認に活用で

きる。 

個人サンプリング法の精度の向上については、15 分測定である D 測定については、最もばく露

濃度が高くなる作業の特定に役立つ。ばく露濃度の測定については、事業場で日常的に作業環

境測定士の資格がなくてもおおよその濃度の把握を行うことができ、また、リスクアセスメントも行

うことができることから、定期的な作業環境測定が行われる前に必要な対策を講じることができる。 

作業環境改善に必要な情報収集や改善効果の確認については、発生源の特定とともに作業環

境改善実施後の改善効果の確認にも活用できる。 

 

3.2 試料採取機器による測定の定量下限等の確認 

個人サンプリング法の先行導入での測定対象物質は有機溶剤や特定化学物質および鉛で、

ガス・蒸気状物質や粒子状物質である。測定手法は、長時間測定の C 測定と 15 分測定の D 測

定がある。個人サンプリング法の捕集時間の範囲は、定量下限や破過（ガス・蒸気状物質）など

により決まるが、試料採取機器の種類、測定対象物質の種類、吸引流量、温度・湿度等に影

響されるので、測定の都度確認が必要である。 
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有機溶剤の個人サンプリング法に用いる吸引ポンプの吸引流量は 0.01L/min～0.2 L/min と、

従来の方法とほぼ同じであり、10 分間測定の B 測定の代わりに 15 分間の D 測定となることから

管理濃度の 10 分の 1 までの測定に必要な定量下限については問題とならないが、C 測定の長

時間測定では、破過等について確認しておく必要がある。また、受動型試料採取機器のサンプリ

ング速度はガス・蒸気状物質の測定に用いられる吸引ポンプの吸引流量の最低吸引流量に近い

数十 mL/min 程度であるので破過よりも D 測定での管理濃度の 10 分の 1 までの測定に必要な

定量下限について確認しておく必要がある。 

特定化学物質および鉛の個人サンプリング法に用いる吸引ポンプの吸引流量は 1L/min～4 

L/min と、現行の作業環境測定に用いられる吸引ポンプの吸引流量の 10 分の 1 程度であるので

15 分間の D 測定での管理濃度の 10 分の 1 までの測定に必要な定量下限について確認しておく

必要がある。 

定量下限の有効性の確認方法は、実際に使用する分析機器の定量下限をもとに 15 分測定の

D 測定で管理濃度の 1/10 の測定が可能であるかについて行う。吸光光度分析法においては、検

量線上で吸光度 0.03 に相当する分析対象物質の溶液濃度（または溶液濃度に液量を乗じて求め

た絶対量）を定量下限とする。ガスクロマトグラフ分析法や原子吸光分析法など吸光光度分析法

以外の分析法においては、管理濃度の１/10 に相当する試料ガスを標準的な吸引流量で、10 分

間捕集して得られる最終試料液濃度（または最終試料液濃度に試料液量を乗じて求めた絶対量）

になるように調整した標準試料について、繰り返し５回分析し、その標準偏差の 10 倍を定量下限

とする。 

具体的には、次式を用いて管理濃度の 10 分の 1 までの測定に必要な吸引量を求め、その値

を吸引ポンプの吸引流量で割って算出した捕集時間が、D 測定の測定時間の 15 分以下となって

いれば定量下限に問題はないと判定する。 

吸引量＝[定量下限]／[(1/10)管理濃度] 

捕集時間＝[吸引量]／[吸引流量] 

  ガス・蒸気状物質の破過の有無の確認方法は、捕集管の吸引口付近に測定対象物質を添加

して、吸引ポンプで一定時間吸引して行い、吸引終了後、捕集管の後層の検出量が前層の検出

量の 10％以下であれば破過はないと判定する。そのほか、NIOSH Manual of Analytical Methods

などにある情報（吸引量や吸引流量など）をもとに確認することもできる。 

 

3.2.1 有機溶剤の個人サンプリング法の定量下限、破過等の確認 

吸引ポンプを用いた固体捕集方法（パッシブサンプリングに対応してアクティブサンプ

リングともいう。）について、有機溶剤 59 物質を対象に定量下限についての確認を行った結

果を別添資料 3-1 に示した。 

D 測定での管理濃度の 10分の 1までの測定の可否を、定量下限を 5μgとして確認した結

果、殆どの物質については測定が可となった。しかしながら、エチレングリコールモノメチ

ルエーテル、クロロホルム、1,1,2,2-テトラクロロエタンについては、再確認が必要である

という結果になったが、この確認の条件として、定量下限を 5μg、FID 検出器付ガスクロマトグラ

フを用いた場合であるので、さらに低い定量下限や質量分析計付ガスクロマトグラフを用いた場

合には、測定可能となる可能性が高い。 

受動型試料採取機器を用いた固体捕集方法は、有機溶剤 59物質を対象に A社の受動型試
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料採取機器で管理濃度の 10 分の 1までの測定が可能であるかについて、定量下限を 5μgと

して確認した結果を別添資料 3-1 に示した。59 物質中 28 物質については測定可能であっ

た。なお、D 測定が管理濃度の 10 分の 1 までの測定できるかの確認が必要な物質は、エチ

レングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレング

リコールモノエチルエーテルアセテート、クロルベンゼン、クロロホルム、四塩化炭素、

1,4‐ジオキサン、シクロヘキサノン、シクロヘキサノール、1,2-ジクロロエタン、N,N-ジ

メチルホルムアミド、スチレン、1,1,2,2-テトラクロロエタン、トリクロロエチレン、トル

エン、二硫化炭素、1‐ブタノール、メチルイソブチルケトン、メチル‐ノルマル‐ブチル

ケトンなど 19物質であるが、この確認の条件として、定量下限を 5μg、FID 検出器付ガスクロマ

トグラフを用いた場合であるので、さらに低い定量下限や質量分析計付ガスクロマトグラフを用い

た場合には、測定可能となる可能性がある。 

A 社の受動型試料採取機器ではサンプリング速度が公表されていないために測定ができ

ない物質は、クレゾール（o-,m-,p-）、メタノール、cis-2-メチルシクロヘキサノール、trans-

2-メチルシクロヘキサノール、(cis+trans)-3-メチルシクロヘキサノール、cis-4-メチルシ

クロヘキサノール、trans-4-メチルシクロヘキサノール、2-メチルヘキサノン、3-メチルヘ

キサノン、4-メチルヘキサノンなど 12 物質である。なお、メタノールについては、B 社の

メタノール専用の受動型試料採取機器があるので測定が可能であるが、15 分測定である D

測定では感度が足りない。この確認の条件として、定量下限を 5μg、FID 検出器付ガスクロマトグ

ラフを用いた場合であるので、さらに低い定量下限や質量分析計付ガスクロマトグラフを用いた場

合には、測定が可能となる可能性がある。 

受動型試料採取機器のサンプリング速度がわからない場合、実測によりサンプリング速度の求

めることができる。その方法は、チャンバーに対象物質の一定濃度を調整し、複数個のパッシブ

試料採集機器を用意してばく露時間を変えてばく露させる。それぞれの受動型試料採取機器の

捕集量を分析により求めて、捕集量と濃度×ばく露時間の関係をプロットすると直線（3.1 式）とな

るが、その直線の傾きがサンプリング速度になる。 

受動型試料採取機器の破過については、サンプリング速度が吸引ポンプの最低流量以下

であることから、特に考慮しなくてもよいと思われる。空気中濃度が極端に高くて破過が憂

慮される場合は、捕集剤が倍のもの使用する。 

一部の有機溶剤については、「作業環境測定基準」において、固体捕集方法以外に直接捕

集方法や液体捕集方法も規定されている。しかしながら、個人サンプリング法においては、

直接捕集方法は作業上の制約があり、液体捕集方法は長時間測定の場合に高揮発性物質が

正確に測定できない可能性がある。このため、個人サンプリング法において直接捕集方法や

液体捕集方法を採用する場合には、その適否についてもその都度、検討が必要である。 

（固体捕集方法の定量下限の有効性の確認方法①） 

アセトン（分子量 58.1）の管理濃度 500ppm の 10 分の 1 での 15 分測定の D 測定の可否を確

認するために、5μg を定量下限として、次式により下限濃度を求めると、0.70ppm となる。 

下限濃度（μg/L）＝[定量下限（μg）]／[吸引流量（L/min）・D 測定の吸引時間（min）] 

下限濃度（μg/L）＝[5（μg）]／[0.2（L/min）・15（min）]=0.6 

下限濃度（ppm）＝[下限濃度（μg/L）]・[24.47(moL／L)/分子量(g/moL) ] 

下限濃度（ppm）＝[0.6（μg/L）]・[24.47(moL／L)/58.1(g/moL) ]=0.70 
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アセトンの管理濃度 10 分の 1 は 50ppm であり、15 分測定の D 測定の下限濃度は 0.70ppm と、

この値を下回っていることから、D 測定で管理濃度の 10 分の 1 が測定できると判定することがで

きる。よって、定量下限が 5μg の分析条件で問題ないことが確認されたことになる。 

受動型試料採取機器についても同様に、吸引流量をサンプリング速度 0.040L/min として、定量

下限の確認を行うことができる。 

下限濃度（μg/L）＝[5（μg）]／[0.040（L/min）・15（min）]=8.33 

下限濃度（ppm）＝[8.33（μg/L）]・[24.47(moL／L)/58.1(g/moL) ]=3.50 

アセトンの管理濃度 10 分の 1 は 50ppm であり、受動型試料採集機器による 15 分測定の D 測

定の下限濃度は 3.50ppm と、この値を下回っていることから、管理濃度の 10 分の 1 が測定できる

と判定することができる。よって、定量下限が 5μg の分析条件で問題ないことが確認されたことに

なる。 

別添資料 3-1 は、定量下限の確認方法①により確認を行った結果を示した。 

（固体捕集方法の定量下限の有効性の確認方法②） 

アセトン（分子量 58.1）の管理濃度 500ppm の 10 分の 1 での 15 分測定の D 測定の可否を確

認するために、NMAM に記載されている検討範囲の最小値 2.7μg を定量下限として、次式により

吸引量を求めると、0.022L となる。 

   吸引量（L）＝[定量下限（μg）]／[(1/10)管理濃度（ppm）・分子量(g/moL) ／24.47(moL／L)] 

吸引量（L）＝[2.7（μg）]／[(1/10)500（ppm）・58.1(g/moL) ／24.47(moL／L)] 

吸引量が 0.022L で吸引流量が 0.01～0.2L/min（表 3-3）であるとすると、捕集時間は 0.11～2.2

分となることから、15 分測定である D 測定で管理濃度の 10 分の 1 が測定できると判定すること

ができる。よって、定量下限が 2.7μg の分析条件で問題ないことが確認されたことになる。 

（固体捕集方法の破過の有無の確認方法） 

表 3-3 は、NIOSH Manual of Analytical Methods(NMAM)をもとに、それぞれの有機溶剤の固体

捕集方法についてまとめたものである。この表中の、吸引量の最大値は NIOSH が検討を行った

範囲の最大吸引量であり、この範囲では破過等が起きていないことを示している。この最大値以

上の吸引量で測定を行う場合は、検討を行って確認をしておく必要がある。 

 

表 3-3  有機溶剤の固体捕集方法について 

物質名等 捕集方法 脱着溶媒 文献名 

(NMAM) 捕集剤 吸引流量 

吸引量（最小～最大） 

ケ ト ン

類 

 

アセトン、メチルエ

チルケトン、メチル

イソブチルケトン、メ

チルブチルケトン、

シクロヘキサノン他 

カーボンモレ

キュラーシー

ブ（Anasorb 

CMS）

150/75mg 

0.01～0.2 L/min 

0.5～3L(アセトン）            

1～10L（その他） 

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.2555 

アセトン、シクロヘ

キサノン、メチルイ

ソブチルケトンなど 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

0.5～3L(アセトン）          

1～10L（その他） 

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.1300 
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ハロゲ

ン化炭

化水素 

クロロベンゼン、o-

ジクロロベンゼン、

1,2-ジクロロエチレ

ン､1,1,1-トリクロロ

エタン、トリクロロエ

チレン、テトラクロロ

エチレンなど 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

0.1～40L 

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.1003 

炭化水

素（36-

216℃） 

シクロヘキサン、ノ

ルマルヘキサンな

ど 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

2.5～5L(シクロヘキサ

ン）           

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.1500 

芳香族

炭化水

素 

ベンゼン、エチルベ

ンゼン、トルエン、

o,m,p-キシレン、ス

チレン 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

1～30L 

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.1501 

ア ル コ

ール 

イソプロピルアルコ

ール 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

0.3～3L 

二硫化炭

素 1mL

（１％2-ブ

タノール） 

Method 

No.1400 

1-ブタノール、2-ブ

タノール、イソブチ

ルアルコール 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

2～10L 

二硫化炭

素 1mL

（１％2-プ

ロパノー

ル） 

Method 

No.1401 

1-ブタノール、2-ブ

タノール、イソブチ

ルアルコール、シク

ロヘキサノール、イ

ソペンチルアルコー

ルなど 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

2～10L（ブタノール、

イソブチルアルコー

ル) 

1～9L（シクロヘキサ

ノール、イソペンチル

アルコール） 

二硫化炭

素 1mL

（１％2-プ

ロパノー

ル） 

Method 

No.1405 

メタノール シリカゲル 

100/50mg 

0.02～0.2 L/min 

1～5L 

水/イソプ

ロパノー

ル(95:5)  

1mL 

Method 

No.2000 

セ ロ ソ

ルブ 

エチレングリコール

モノメチルエーテル

（EGME）、エチレン

グリコールモノエチ

ルエーテル

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.5 L/min 

6～50L（EGME）             

1～6L（EGEE）               

2～10L（EGBE） 

ジクロルメ

タン/メタノ

ール(95:5) 

1mL 

Method 

No.1403 
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（EGEE）、エチレン

グリコールモノブチ

ルエーテル（EGBE） 

メチルセロソルブア

セテート 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

0.2～20L（0.2L：

25ppm） 

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.1451 

エ ス テ

ル 

酢酸 n-ペンチル、

酢酸ｎ－ブチル、酢

酸エチルセロソル

ブ、酢酸イソペンチ

ル、酢酸イソブチ

ル、酢酸 n-プロピ

ル 

ヤシ殻活性

炭 100/50mg 

0.01～0.2 L/min 

1～10L 

二硫化炭

素 1mL 

Method 

No.1450 

NMAM ：NIOSH Manual of Analytical Methods 

 

NIOSH Manual of Analytical Methods（NMAM）の情報を基に破過の確認例を以下に示した。 

アセトンは、NMAM Method №2555 ではケトン類の１物質として検討されており、捕集剤

Anasorb CMS（150/75mg 充填）、吸引流量 0.01～0.2L/min、吸引量 0.5L～3L、ガスクロマトグラ

フ分析装置（GC/FID）、溶媒脱着 二硫化炭素 1ｍL の条件で、検討範囲は１試料当り 2.7～295μ

g となっている。  

NMAM の検討が行われた吸引量の最大値の 3L について、吸引流量が 0.01L/min と 0.2L/min

で捕集時間を計算すると、それぞれ 300 分と 15 分となる。この結果から、捕集時間が 15 分であ

る D 測定で破過の可能性はないと判定することができる。 

一方、C 測定で、吸引流量が 0.01L/min で測定すると捕集時間が 300 分（吸引量が最大値 3L

の場合） となり、５時間（300 分）以内であれば破過の可能性はないと判定することができる。  

 

3.2.2 特定化学物質、鉛の個人サンプリング法の定量下限の確認 

特定化学物質および鉛の個人サンプリング法は、試料採取機器の作業者への装着を考慮する

と、ろ過捕集方法や固体捕集方法で行うことが望ましい。ろ過捕集方法の個人サンプリング法に

ついては、従来の方法ではローボリュームサンプラーで吸引流量が 10 L/min～30 L/min である

が、個人サンプリング法では、吸引流量が 1 L/min～４ L/min とローボリュームサンプラーの吸引

流量の 10 分の１の低流量の吸引ポンプが使われることから定量下限について確認しておく必要

がある。固体捕集方法の個人サンプリング法については、従来の方法の吸引ポンプの吸引流量

とほぼ同じであるので、定量下限についての問題はないと思われる。 

表 3-4 は、NIOSH Manual of Analytical Methods(NMAM)などの文献情報をもとに、先行導入対

象物質のろ過捕集方法と固体捕集方法および分析方法についてまとめたものである。これらの情

報を基に、別添資料 3-2 は、記載された定量下限を用いて管理濃度の 10 分の 1 までの測定の

可否について確認を行った結果、個人サンプリング法が可能とされた特定化学物質、鉛の捕集方

法についてまとめたものである。表 3-4 及び別添資料 3-2 の吸引量の最大値は文献情報の中で

行われた検討結果の最大吸引量であり、必ずしもこれ以上の吸引量で問題が生ずるというもので
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はないが、これ以上の吸引量で測定を行う際には、検討を行って確認をしておくことが必要である。

別添資料 3-2 には、管理濃度の 10 分の 1 までの測定が可能かの確認に用いた定量下限ととも

に詳細な情報を記載してあるが、定量下限については、実際に使用する分析機器の定量下限を

用いて確認を行う必要がある。 

 

表 3-4  特定化学物質、鉛の捕集方法と分析方法について 

物質名等 捕集方法 分析方法 文献名 

 捕集方法 試料採取機器 吸引流量 

吸引量（最大） 

ベリリウム及び

その化合物 

ろ 過 捕 集

方法 

オ－プンフェー

ス/メンブランフ

ィルター 

1～4L/min 

～1000L  

原子吸光分析

方法(フレーム

レス法) 

NMAM 

Method 

No.7102 

砒素及びその化

合物（アルシン

及び砒化ガリウ

ムを除く） 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/メンブランフ

ィルター 

1～3L/min 

～1000L  

原子吸光分析

方 法 （ 水 素 化

物発生法） 

NMAM 

Method 

No.7900 

3,3'- ジ ク ロ ロ -

4,4'-ジアミノジフ

ェ ニ ル メ タ ン

（MOCA） 

固体捕集

方法 

 

オープンフェー

ス/硫酸含浸フ

ィルター(2 枚) 

1 L/min 

～100L 

ガスクロマトグ

ラ フ分析方 法

（ECD） 

OSHA  

Method 

No.71 

オルト－フタロジ

ニトリル 

固体捕集

方法-ろ過

捕集方法 

 

TenaxTA‐オー

プンフェース/

ガ ラ ス 繊 維 ろ

紙 

0.2L/min 

 

ガスクロマトグ

ラ フ分析方 法

（ 加 熱 脱 着

/GC-MS） 

ガイドブ

ック 

コバルト及びそ

の無機化合物 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/メンブレンフ

ィルター 

1～3L/min 

～500L  

原子吸光分析

方法（フレーム

レス法） 

NMAM 

Method 

No.7027 

水銀及びその無

機化合物（硫化

水銀を除く。） 

固体捕集

方法 

ホ プ カ ラ イ ト 

500mg 

1～3L/min 原子吸光分析

方 法 （ 還 元 気

化法） 

ガイドブ

ック 

五酸化バナジウ

ム 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/メンブレンフ

ィルター 

1～4L/min 

～500000L  

原子吸光分析

方法（フレーム

レス法） 

NMAM 

Method 

No.7303 

トリレンジイソシ

アネート 

固体捕集

方法 

オープンフェー

ス/2-PP 含浸

フィルター 

1～2L/min 高速液体クロ

マトグラフ分析

方 法

(UV247nm) 

ガイドブ

ック 

固体捕集

方法 

オープンフェー

ス/2-PP 含浸

1L/min 

～240L 

高速液体クロ

マトグラフ分析

OSHA . 

Method 
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フィルター 方 法 ( 蛍 光

240nm-370nm) 

No.42 

カドミウム及びそ

の化合物 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/メンブレンフ

ィルター 

1～3L/min 

～1500L 

原子吸光分析

方法（フレーム

法） 

NMAM 

Method 

No.7048 

クロム酸及びク

ロム酸塩 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/PVC メンブ

レンフィルター 

1～4L/min 

～400L 

吸光光度分析

方法(ジフェニ

ル カ ル バ ジ ド

法、5cm セル) 

NMAM 

Method 

No.7600 

重クロム酸及び

重クロム酸塩 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/PVC メンブ

レンフィルター 

1～4L/min 

～400L 

吸光光度分析

方法(ジフェニ

ル カ ル バ ジ ド

法、5cm セル) 

NMAM 

Method 

No.7600 

鉛及びその化合

物 

ろ 過 捕 集

方法 

オープンフェー

ス/メンブレンフ

ィルター 

1～4L/min 

～1500L  

原子吸光分析

方法（フレーム

法） 

NMAM 

Method 

No.7082 

インジウム化合

物 

分粒装置

付 き ろ 過

捕集方法 

吸入性粉じん

用試料採取機

器/メンブレン

フィルター 

2.75L/min （ サ

イクロン) 

誘導結合プラ

ズマ質量分析

方法 

ガイドブ

ック 

OSHA：OSHA Sampling and Analytical Methods、NMAM ：NIOSH Manual of Analytical Methods、ガイドブック：

作業環境測定ガイドブック 

 

クロム酸及びクロム酸塩や重クロム酸及び重クロム酸塩の捕集方法と分析方法は、作業環境

測定基準ではろ過捕集方法又は液体捕集方法で吸光光度分析方法又は原子吸光分析方法とさ

れている。ろ過捕集方法での吸引流量が 30L/min となっており、個人サンプリング法に適した吸

引流量となっていない。個人サンプリング法は、捕集方法は NMAM にあるろ過捕集方法で吸引

流量は１～４L/min、分析方法は６価クロムの定量が行うことができる吸光光度分析方法(ジフェニ

ルカルバジド法)を採用した。しかしながら、定量下限を向上させるために吸光光度分析方法に用

いる測定セルは 5cm の長光路長セルを用いる必要がある。 

一部の物質については、「作業環境測定基準」において、固体捕集方法やろ過捕集方法

以外に液体捕集方法も規定されている。しかしながら、個人サンプリング法においては、

液体捕集方法は長時間測定の場合に捕集液の飛散などがあることから、液体捕集方法を採

用する場合には、測定時間によっては、捕集液の補充や試料採取機器の交換等が必要とな

る。 

 

3.3 個人サンプリング法による測定時の安全上の配慮 

3.3.1 個人サンプリング法による安全上の配慮 

化学物質を取扱う作業場で個人サンプリング法を行う際には、試料採集機器装着者は、単位
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作業場所内のあらゆる場所が行動範囲となり、可燃性化学物質を取扱う作業や、それらのガスや

蒸気が滞留している場所で作業を行う場合には、試料採取機器用の吸引ポンプが防爆構造でな

いと点火源となりうる。個人サンプリング法を実施する作業環境測定士自身の作業衣や安全靴な

どの静電気対策が行われていないと点火源となりうる。試料採取機器用の吸引ポンプの防爆構

造や帯電防止服や帯電防止靴を着用するなどの静電気対策の必要性については、事前調査等

で事業場の管理者等と確認を行っておく。 

また、個人サンプリング法を実施する作業環境測定士自身の化学物質ばく露防止対策につい

ても十分に配慮する必要がある。作業環境の有害物の発散状況によっては呼吸用保護具、有害

光線の発生する場所では遮光眼鏡、化学物質の飛沫等が飛散するおそれのある場所では保護

眼鏡などの労働衛生保護具を着用する。 

3.3.2 火災・爆発の基礎知識 

燃焼の３要素は、図 3-5 に示したよ

うに、酸素供給源（空気）、可燃物（ガ

ス、蒸気、粉じん）、点火源（火花、静

電気、高温・高熱）があり、これらの１

つでも欠ければ燃焼（火災・爆発）は起

こらない。火災・爆発防止のポイントと

して、点火源の排除、可燃物の除去、

点火源と距離をとるなどのほか、爆発

濃度範囲（爆発の起こる濃度範囲）が

あるので換気により高濃度とならない

ようにすることが挙げられるが、作業

環境測定機関の作業環境測定士とし

ては、点火源の排除が中心となる。 

点火源の排除に加えて引

火点についても理解しておく

必要がある（図 3-6）。引火点

とは、炎を近づけたときに発火

する最低温度であり、液体か

ら蒸発する可燃性蒸気の飽和

蒸気圧濃度が爆発下限界と

等しくなる温度をいう。たとえ

ば、有機溶剤の温度が引火点

未満（爆発下限界未満）では、

火を近づけても着火しない

が、引火点以上（爆発範囲内）

になると液面に接する有機溶

剤蒸気の濃度が爆発下限界を超えるため、火を近づけると引火・爆発の危険がある。したがって、

引火点が常温以下の有機溶剤の取扱い作業場では、常に引火・爆発の危険があることになるの

で点火源の排除を徹底する必要がある。 

 

 

図 3-5  燃焼の３要素 

引火しない 

爆発下限界未満 

（引火点未満） 

引火・爆発する 

爆発範囲内 

（引火点以上） 

蒸気だけが燃える 

爆発上限界超 

（上部引火点超） 

 

 

 

 

図 3-6  爆発限界と引火点 

可燃物 

（蒸気、粉じん） 

爆発・火災 

酸素供給減 

（空気） 

点火源 

（裸火、静電気） 
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3.3.3 吸引ポンプの防爆性能 

爆発性のあるガス・蒸気が存在する場所については、その場所で必要とされる防爆性能を持っ

た吸引ポンプや簡易測定器を使用しなければならない。吸引ポンプを使用する個人サンプリング

法では、吸引ポンプの防爆性能について確認をしておく必要がある。防爆性能を表す防爆構造に

は、本質安全防爆、耐圧防爆などがある。本質安全防爆は、機器を構成する部分から発生する

火花、アーク又は熱が、外部のガス・蒸気に点火するおそれがない構造をいう。耐圧防爆は、爆

発性のあるガス・蒸気が機器内部に侵入し爆発を生じた場合に、機器が爆発圧力に耐え、かつ、

爆発による火炎が外部のガス・蒸気に点火しないようにした構造をいう。防爆構造規格には国内

規格の電気機械器具防爆構造規格や国際電気標準会議（IEC）の国際規格などがあり、その代

表的な防爆構造とそれらの表示記号を表 3-5 に、防爆性能の表示例を図 3-6 に示した。 

 

表 3-5  代表的な防爆構造とそれらの表示記号（一部） 

防爆構造の種類 電気機械器具防爆構造規格 IEC の国際規格 

本質安全防爆構造 i Ia、ib 

耐圧防爆構造 d d 

 

 

 

表示例     d  2  G4 

 

 

 

 

  

電気機械器具防爆構造規格 

表示例   Ex  ia  ⅡA  T3 

 

 

 

  

 

  

IEC の国際規格 

図 3－6  防爆性能の表示例 

 

 

 

 

防爆構造の種類 

（ｄは、耐圧防爆構造） 
発火度 

（G1～G6） 
防爆等級 

（1、2、3） 

IEC 規格に基づく防爆構造であること 

防爆構造の種類 

（ia は、本質安全防爆構造） 

防爆電気機器グル-プ

(Ⅱ、ⅡA、ⅡB、ⅡC) 
温度等級 

（T1～T6） 



45 
 

3.3.4 化学物質の危険有害性等の確認 

測定対象の単位作業場所で使用される化

学物質については、事前に、その危険有害性

について安全データーシート（SDS）により確

認しておく必要がある。SDS に記載しなけれ

ばならない情報は図 3-7 に示した 16 項目とさ

れているが、そのうち個人サンプリング法を

行う際に特に注目しておくべき項目として、「2.

危険有害性の要約」、「3.組成及び成分情

報」、「8.ばく露防止及び保護措置」、「9.物理

的及び化学的性質」を挙げることができる。 

「2.危険有害性の要約」の GHS ラベル要素

には、絵表示、注意喚起語、危険有害性情

報、注意書き、安全対策、応急措置、保管、

廃棄について記載されている。絵表示、注意

喚起語（「危険」と「警告」の２種類のみ。）、危

険有害性情報は、GHS 区分に割り当てられ

た文言で危険有害性を記述しているので、そ

の記載内容は GHS 区分と同等である。化学

物質取扱者がその化学物質の危険性や有害

性について把握するときには、GHS 区分では

なく、この絵表示、注意喚起語、危険有害性

情報などを参照すべきである。 

「3.組成、成分情報」は、混合物の成分名が記載されている。現在、容器への表示には成分を

表記しなくてもよいことになっているため、混合物の成分名等を知るには SDS の「3.組成、成分情

報」で確認する必要がある。 

「8.ばく露防止及び保護措置」には、作業環境測定や個人ばく露測定を行った時の評価基準値

である管理濃度やばく露限界値（許容濃度など）のほか、設備対策や保護具が記載されている。 

「9.物理的及び化学的性質」には、形状のほか、沸点、引火点、蒸気圧、燃焼又は爆発下限界

および上限界（爆発範囲）などの情報が記載されており、化学物質の蒸発の程度や着火のしやす

さや爆発の起こる濃度の情報を得ることができる。 

 

3.4 結果に応じた改善提案のための知識 

測定の結果が第 2 または第 3 管理区分であった場合，改善対策が必要となる。測定を行った

者は既に作業場を事前調査しており，また作業環境測定士として一般には経験のある専門家で

ある場合が多い。従って測定者は，測定結果の報告と合わせて，改善の提案を事業主に対して

行うことが望ましい。また一方で，事業者には必要な改善を実施する責任がある。ここではこれら

のための改善の考え方を述べる。なお，以下の考え方は，特に注記している場合を除いて，「A, B

測定」，「C, D 測定」に共通である。 

 

1. 化学品及び会社情報 

2. 危険有害性の要約 

3. 組成及び成分情報  

※含有する指定化学物質の名称、指定化

学物質の種別、含有率（有効数字２桁） 

4. 応急措置 

5. 火災時の措置 

6. 漏出時の措置 

7. 取扱い及び保管上の注意 

8. ばく露防止及び保護措置 

9. 物理的及び化学的性質 

10. 安定性及び反応性 

11. 有害性情報 

12. 環境影響情報 

13. 廃棄上の注意 

14. 輸送上の注意 

15. 適用法令 

16. その他の情報 

図 3－7  安全データーシートの記載項目 
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3.4.1. 関係法令に定められた改善 

作業環境測定の結果にもとづく改善に関して，以下のような内容が有機溶剤中毒予防規則な

どに定められている。 

① 事業者は、評価の結果、第三管理区分に区分された場所については、直ちに、施設、設備、

作業工程又は作業方法の点検を行い、その結果に基づき、施設又は設備の設置又は整備、

作業工程又は作業方法の改善その他作業環境を改善するため必要な措置を講じ、当該場

所の管理区分が第一管理区分又は第二管理区分となるようにしなければならない。 

② 事業者は、前項の措置を講じたときは、その効果を確認するため、同項の場所について当該

有機溶剤の濃度を測定し、及びその結果の評価を行わなければならない。 

③ 前項①②のほか、事業者は、第三管理区分に区分された場所については応急的な措置とし

て労働者に有効な呼吸用保護具を使用させるほか、健康診断の実施その他労働者の健康

の保持を図るため必要な措置を講ずるとともに、作業環境測定の評価の記録、第三管理区

分に区分された場所に対して講ずる措置及び再評価（②項）の結果を次に掲げるいずれか

の方法によって労働者に周知しなければならない。 

一 常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること。 

二 書面を労働者に交付すること。 

三 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場に労働者

が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること。 

④ 事業者は、作業環境測定の結果、第二管理区分に区分された場所については、施設、設

備、作業工程又は作業方法の点検を行い、その結果に基づき、施設又は設備の設置又は整

備、作業工程又は作業方法の改善その他作業環境を改善するため必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

⑤ 前項④に定めるもののほか、事業者は、第二管理区分の場所については、作業環境測定の

評価の記録、第二管理区分に区分された場所に対して講ずる措置を，③と同様の方法によ

って労働者に周知しなければならない。 

 

3.4.2. 改善対策の検討に当たっての考え方 

測定結果が第 2 または第 3 管理区分であった場合の対策を考えるにあたり，測定結果がそう

なった原因を検討する必要がある。この時，特に個人サンプリング法（C, D 測定）の場合，作業環

境面での原因に関して，「固定点での測定（A, B 測定）では原因が推定しやすいが，移動点での

測定（C, D 測定）では原因が推定しにくいのではないか」との懸念が一部にあるかもしれない。し

かし，現実的には後者の測定であっても，多くの場合，原因の推定は問題なく可能である。A, B

測定でもそうであるように，作業者のばく露の原因が複雑なケースは一般に多くない。作業場の

事前調査において，発生源や局所排気装置，室内の気流，作業の全体状況については確認され

ている。 また測定中の作業者毎の作業記録から，作業の内容や時間が確認できる。場合により

可能であれば，気になる作業者に記録内容について別途個別に確認することもできる。これらの

情報を総合して，第 2，第 3 管理区分となった原因を推定することができる。 

また，第 2，第 3 管理区分となった原因の推定のために，簡易測定器，すなわちリアルタイム

モニター（直読式計器）や検知管を任意で利用することも可能である。この中で，いわゆる VOC 

モニター等と言われるリアルタイムモニターは，有機溶剤類など多種類の化学物質について，そ
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の場で機動的に精度良く測定することができ有効である。この方法は，測定前の事前調査，測定

中，測定後の対策の検討，対策後の確認などの機会に適宜使用できる。仮の対策として一時的

に換気を強化したり，発生源を仮に密閉・遮蔽した場合の効果を見たり，作業手順を変更した場

合の効果の簡易的な確認といった応用もある。以上は，「A, B 測定」，「C, D 測定」に共通である。 
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4  関係法令 

   

4.1  作業業環境測定に関する法令の体系と概要 

 作業環境測定に関する法令は、大きく二つの体系に分かれる。 

一つは、作業環境測定の実施義務等を定めた「労働安全衛生法」及びこれに基づく政令、省令、

告示、行政通達（以下単に「通達」という。）である（このテキストでは、行政通達も含めて「関係政

省令等」という。）。もう一つは、作業環境測定を行う作業環境測定士や作業環境測定機関など制

度面を定めた「作業環境測定法」及びこれに基づく政令、省令、告示、通達である。 

これらの法令の名称とそれぞれの法令の概要を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

表 4-1 労働安全衛生法及び関係政省令等（下線は今回改正されたもの） 

区分 名称 概要 

法律 ●労働安全衛生法 ・有害な業務を行う屋内作業場等につい

て作業環境測定の実施を義務付け 

・作業環境測定結果の評価、評価結果に

基づく措置を義務付け 

政令 ●労働安全衛生法施行令 ・作業環境測定を行うべき作業場の種類

を規定 

省令 ●労働安全衛生規則 

【以下はいわゆる特別規則】 

●有機溶剤中毒予防規則 

●鉛中毒予防規則 

●四アルキル鉛中毒予防規則 

●特定化学物質障害予防規則 

●電離放射線障害防止規則 

●事務所衛生基準規則 

●粉じん障害防止規則 

●石綿障害予防規則 

・作業環境測定を行うべき作業場の詳細

を規定 

・作業環境測定の頻度、測定結果の記録

（記録すべき事項、保存期間）を規定 

・評価結果に基づき講ずべき措置を規定 

 

※労働安全衛生規則では、暑熱寒冷作業場、

騒音作業場、坑内に関して規定し、特別規則

では、各対象に関して規定している。 

告示 ●作業環境測定基準 

 

 

●作業環境評価基準 

 

 

●インジウム化合物を製造し、又は取り

扱う作業場において労働者に使用させ

なければならない呼吸用保護具（以下

「インジウム保護具基準」という。） 

・作業環境測定のデザイン、サンプリン

グ、分析の具体的な方法を規定 

 

・作業環境測定結果の評価方法（管理濃

度、管理区分を含む。）を規定。 

 

・インジウム化合物の作業環境測定の結

果に基づき、呼吸用保護具を選定する方

法を規定。 

通達 多数 ・それぞれの法令の解釈等を示す。 
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表 4-2 作業環境測定法及び関係政省令等（下線は今回改正されたもの） 

区分 名称 概要 

法律 ●作業環境測定法 ・作業環境測定士の制度（指定試験機

関、登録講習機関、指定登録機関を含

む。）を規定 

・作業環境測定機関の制度を規定 

・登録講習の種類、講習科目、講習の設

備、講師資格を規定 

政令 ●作業環境測定法施行令 ・指定作業場（＝作業環境測定士が測定

すべき作業場）を規定 

・登録講習機関の登録有効期間を規定 

・各種手数料を規定 

省令 ●作業環境測定法施行規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●作業環境測定法第 20 条第 2 項に規定

する指定試験機関の指定に関する省

令 

 

●作業環境測定法第 32 条の 2 第 2 項に

規定する指定登録機関の指定に関す

る省令 

・測定対象物質、測定方法に応じ、測定

を実施できる作業環境測定士・作業環境

測定機関を規定 

・作業環境測定士・作業環境測定機関の

号別（第 1 号～第 5 号）を規定 

・作業環境測定士試験の受験資格、試験

科目、試験免除等を規定 

・登録講習の受講資格、受講手続き等を

規定 

・指定試験機関の指定申請、指定後の事

務手続き等を規定 

・登録講習機関の登録申請、登録後の事

務手続き等を規定 

・指定登録機関の指定申請、指定後の事

務手続き等を規定 

・作業環境測定機関の登録申請、登録後

の手続き等を規定 

 

・作業環境測定士試験の指定試験機関

を指定 

 

 

・作業環境測定士の指定登録機関を指

定 

告示 ●作業環境測定士規程 

 

・作業環境測定士試験の科目ごとの範囲

を規定 
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●作業環境測定法施行規則第 5 条の 5

第 1 項第 1 号の規定に基づき厚生労

働大臣が定める科目の実施方法 

 

●作業環境測定法施行規則第 17 条の 4

第 1 項第 1 号の規定に基づき厚生労

働大臣が定める試験免除講習の講習

科目の範囲、時間及び試験方法 

 

●作業環境測定法施行規則第 54 条第 2

号の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準 

・測定士向け講習の科目ごとの範囲、時

間、講師、修了試験を規定 

 

・作業環境測定士試験の全科目免除の

ための講習（大学等が行うもの。）の科目

ごとの範囲、履修方法等を規定 

 

・環境計量士、第一種衛生管理者・衛生

工学衛生管理者への試験免除講習の科

目、範囲、時間を規定 

 

 

・作業環境測定機関が有すべき機器・設

備を規定 

通達 多数 ・それぞれの法令の解釈等を示す 

 

4.2  今回の改正のポイント 

4.2.1  今回改正された省令、告示 

作業環境測定に個人サンプリング法（※）を導入するため、令和 2 年 1 月 27 日に省令改正、告

示改正が行われるとともに、その改正の趣旨、内容等について施行通達が示された。 

●作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第８号） 

●作業環境測定基準等の一部を改正する告示（令和２年厚生労働省告示第 18 号） 

●「作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令等の施行等について」（令和２年１月 27

日付け基発 0127 第 12 号） 

 

 

 

また、厚生労働省では、個人サンプリング法による作業環境測定の適切な実施を図るため、法

令で定める事項のほか、事業者が実施すべき事項を一体的に示すものとして、ガイドラインを策

定した。 

●個人サンプリング法による作業環境測定及びその結果の評価に関するガイドライン（令和２

年２月 17 日付け基発 0217 第１号） 

 

作業環境測定に関連する法令のうち今回改正されたのは、 

〇表 4－1 の中では、「作業環境測定基準」、「作業環境評価基準」、「インジウム保護具基準」 

〇表 4－2 の中では、「作業環境測定法施行規則」、「作業環境測定士規程」 

であり、作業環境測定の基本的な枠組みは変わらず、デザイン・サンプリングの方法として、一部

の物質や作業について個人サンプリング法が導入された。これにより、作業環境測定の選択肢が

広がったことになる。 

※個人サンプリング法：作業に従事する労働者の身体に装着する試料採取機器等を用い

て行う作業環境測定に係るデザイン及びサンプリング 
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  これらの改正省令の施行日、改正告示の適用日は、令和 3 年 4 月 1 日であるが、準備行為

（追加科目の講習の受講や登録証の書換えなど）は、施行日・適用日の前から行うことができる。 

作業環境測定基準、作業環境評価基準、インジウム保護具基準の改正に基づき、個人サンプ

リング法による測定・その評価をどのように行うのかは、本テキストの１～３に記載されている。以

下では、主として作業環境測定法施行規則、作業環境測定士規程の改正により、事業者、作業

環境測定士・作業環境測定機関などにどのような影響・効果が生じるかを述べる。 

なお、今回の改正により、作業環境測定法施行規則で規定する各種様式が一部改正されたの

で留意するとともに、通達で定められている「作業環境測定結果報告書」の様式（いわゆる「モデ

ル様式」）も改正予定であるので留意願いたい。 

今回、上記のとおり一部の物質・作業について個人サンプリング法による測定が導入された

が、改正省令等の施行後、これらの物質・作業の測定実態を把握した上で、他の物質や作業にも

個人サンプリング法による測定を広げていくか否か検討がなされる予定である。 

 

4.2.2  事業者への影響・効果 

 ア 測定方法の新たな選択肢 

本テキストの１に記載されているとおり、今回の作業環境測定基準の改正により、事業者

は、次の①、②の測定については、従来の定点測定（A・B 測定）と新たに規定された個人サン

プリング法による測定（C・D 測定）のうち、いずれかを選んで作業環境測定を実施することとな

った。 

①特定化学物質のうち管理濃度が低いもの（低管理濃度物質特定化学物質）及び鉛に係る

測定 

②有機溶剤等に係る測定のうち発散源の場所が一定しない作業が行われる場所での測定 

従来から、作業環境測定法により、事業者が指定作業場に関して作業環境測定を行う場合

には、自社の作業環境測定士に行わせるか、外部の作業環境測定機関に行わせなければな

らないことが定められている。 

 

 イ 個人サンプリング法による測定を誰に行わせるか 

  今回の作業環境測定法施行規則の改正により、事業者が指定作業場における作業環境測

定を個人サンプリング法による測定（C 測定・D 測定）を行いたい場合には、①、②のいずれか

に行わせることとなった。 

①自社の作業環境測定士（第一種又は第二種）のうち個人サンプリング法を行うことがで

きる旨の登録を受けている者 

②外部の作業環境測定機関のうち個人サンプリング法を行うことができる旨の登録を受け

ているもの 

   なお、事業者が A・B 測定と C・D 測定から測定方法を選択する際には、衛生委員会等にお

いて労働者の意見も踏まえた上で十分に審議することが望ましい旨、施行通達で示されてい

る。 

 

4.2.3  作業環境測定士への影響・効果 

ア 今後、作業環境測定士資格を取得する者 
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    作業環境測定士になろうとする者は、①改正後の作業環境測定士試験（以下「測定士試験」

という。）に合格した後、②登録講習機関が行う講習を修了（受講＋修了試験合格）し、③作

業環境測定士の登録（以下「測定士登録」という。）を行う必要がある。測定士試験を免除され

た者も、講習の受講及び測定士登録が必要である。①～③のそれぞれについてどのような変

更があるかを説明する。 

まず、①の測定士試験について述べる。今回の省令改正・告示改正では条文の変更はな

いが、改正省令の施行日（令和 3 年 4 月 1 日）以降に行われる測定士試験（以下「改正後の

測定士試験」という。）の出題範囲には、個人サンプリング法に関する事項も含まれる。これ

は、受験者が将来、個人サンプリング法を実施するか否かに関係ない。  

次に、②の講習について述べる。今回の省令改正・告示改正により、試験合格後等に受講

する第一種作業環境測定士講習及び第二種作業環境測定士講習に個人サンプリング法に

関する科目が追加された。 

A・B 測定のみを行うのであれば、これまでと同様の科目・範囲・時間の第一種又は第二種

作業環境測定士講習を受講すればよい。しかし、個人サンプリング法を行いたいのであれ

ば、今回の追加された個人サンプリング法に関する科目（以下「追加科目」という。）も受講す

る必要がある。 

ただし、追加科目の受講が必要なのは、C・D 測定のデザイン・サンプリングを行う測定士で

あり、C・D 測定で採取した試料の分析については、従来の講習科目の受講で足りる。 

改正後の測定士試験合格者等を対象とする追加科目の科目名、範囲、時間を示す。 

 

講習の科目 範囲 時間 

作業環境について行うデザイン及

びサンプリングの実務のうち個人

サンプリング法に係るもの 

作業環境測定の目的  

個人サンプリング法に係るデザインの方法  

個人サンプリング法に係るサンプリングの方法 

簡易測定機器とその取扱い 

8 時間 

 

なお、今回の省令改正により、講習科目のうち「作業環境について行うデザイン及びサンプ

リングの実務」について受講順序が定められた（様式第 8 号の備考）。具体的には、この科目

は改正により次のアとイに分かれたが、講習を受講する際には、アとイを同時に受講する、イ

を先に受講してアを後から受講する、のいずれかとしなければならない。 

ア 「作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法に

係るもの」（追加科目） 

イ 「作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法以

外のものに係るもの」（従来の科目） 

次に、③の測定士登録について述べる。講習を修了すると測定士登録を行うが、もし、従来

の講習科目に加えて追加科目も修了した場合には、個人サンプリング法を行うことができる

旨を登録証に記載することができる。    

 

【注】施行日以降に、登録講習機関が行う講習を受講せずに測定士資格を取得する者（登録

大学の卒業者、大学・高等専門学校で空気環境測定等の科目を担当する教授・准教授
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等）は、追加科目を受講せずに、個人サンプリング法を行うことができる旨を測定士登録

証に記載することができる。 

 

イ 既に作業環境測定士資格を取得している者 

  既に作業環境測定士資格（以下「測定士資格」という。）を取得している者の経過措置は、改

正省令・改正告示の「附則」に規定されている。 

個人サンプリング法による測定（C・D 測定）を行いたい測定士は、１）登録講習機関が行う個

人サンプリング法に関する科目（追加科目）を修了（受講＋修了試験合格）した後、２）測定士登

録証の書換え（個人サンプリング法を行うことができる旨を記載）を行う必要がある。 

ただし、上記アでも述べたとおり、追加科目の受講が必要なのは、C・D 測定におけるデザイ

ン・サンプリングを行う作業環境測定士であり、C・D 測定で採取した試料の分析については、

従来の測定士資格のままでも可能である。 

既に測定士資格を有している者は、改正省令の施行日以降だけでなく、施行日前であっても

追加科目の受講が可能であり、また、追加科目を修了すれば、施行日前・施行日以降のいず

れであっても測定士登録証の書換えが可能である。 

なお、施行日前に行われる追加科目の講習を「特例講習」といい、その時間や範囲は通達に

より都道府県労働局長が定めているが、告示（作業環境測定士規程）に定められた登録講習

の追加科目と同様である。 

既存の作業環境測定士を対象とする追加科目の講習（特例講習を含む。）の科目、範囲、時

間を示す。上記アの場合は 8 時間であったが、この場合は 9 時間である。この違いは、「範囲」

に「関係法令」が含まれるか否かによる。上記アの場合には、測定士試験の範囲に個人サンプ

リング法に係る関係法令が含まれるため、講習の範囲には関係法令が含まれていない。一

方、施行日前の測定士試験にはこれが含まれていないため、既存の作業環境測定士は講習

の中で学ぶ必要がある。 

講習の科目 範囲 時間 

作業環境について行うデザイン及

びサンプリングの実務のうち個人

サンプリング法に係るもの 

作業環境測定の目的  

個人サンプリング法に係るデザインの方法  

個人サンプリング法に係るサンプリングの方法 

簡易測定機器とその取扱い 

関係法令 

9 時間 

【注１】登録講習機関が行う講習を受講せずに測定士資格を取得した者（上記アと同様）が、個人

サンプリング法を行いたい場合には、追加科目を特例講習又は登録講習として受講し、個

人サンプリング法を行うことができる旨の測定士登録証の書換えを行う必要がある。 

【注２】改正省令の施行日前に測定士試験に合格しているが測定士登録が済んでいない者が個

人サンプリング法による測定を行いたい場合には、既存の作業環境測定士と同様、9 時間

の講習を受講する。 

 

参考として、図 4－1 に改正前・改正後の作業環境測定士のイメージを示す。 
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①－１ 第一種作業環境測定士の実施可能な業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）第 1 号（鉱物性粉じん、石綿）、第 2 号（放射性物質）、第 3 号（特定化学物質（金属を除く）） 

    第 4 号（鉛、特定化学物質のうち金属）、第 5 号（有機溶剤） 

 

①－２ 第一種作業環境測定士の登録証の記載事項（測定士の種別） 

 

 

 

 

 

 

②－１ 第二種作業環境測定士の実施可能な業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②－２ 第二種作業環境測定士の登録証の記載事項（測定士の種別） 

 

 

 

 

 

図 4－1 改正前・改正後の作業環境測定士のイメージ 

【改正前】                    

  

 

 

デザイン・サンプリング（※個人サンプ

リング法を含まない）         

         ＋  

簡易測定機器を用いる分析 

         ＋ 

 簡易測定器以外の機器を用いる分析 

 （第 1号～第 5号のうち１つ以上）   

【改正後】                    

 個人サンプリング法によるデザイン・サ

ンプリング（条件を満たす場合のみ） 

        and / or 

  個人サンプリング法以外のデザイン・サ

ンプリング 

         ＋ 

 簡易測定機器を用いる分析 

         ＋ 

 簡易測定器以外の機器を用いる分析 

 （第 1号～第 5号のうち１つ以上） 

【改正前】 

 第一種作業環境測定士 

  ＋ 第 1号～第 5号の号別 

 

【改正後】 

 第一種作業環境測定士  

  ＋ 第 1号～第 5号の号別 

  ＋ 個人サンプリング法を行うことが

できる旨（条件を満たす場合のみ） 

【改正前】                    

  

 

 

デザイン・サンプリング（※個人サンプ

リング法を含まない）         

         ＋ 

 簡易測定機器を用いる分析    

【改正後】                    

 個人サンプリング法によるデザイン・サ

ンプリング（条件を満たす場合のみ） 

        and / or 

  個人サンプリング法以外のデザイン・サ

ンプリング 

         ＋ 

 簡易測定機器を用いる分析 

【改正前】 

 第二種作業環境測定士 

【改正後】 

 第二種作業環境測定士  

  ＋ 個人サンプリング法を行うことが

できる旨（条件を満たす場合のみ） 
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4.2.4  作業環境測定機関への影響・効果 

ア 登録証の書換え 

作業環境測定法施行規則の改正により、個人サンプリング法による測定（C・D 測定）を行い

たい作業環境測定機関は、登録証の書換え（個人サンプリング法を行うことができる旨を記載）

を行う必要がある。登録証の書換ええの条件は、その測定機関に個人サンプリング法について

登録を受けている作業環境測定士がいることである。 

また、作業環境測定機関は、登録証の書換えと併せて、業務規程を変更（個人サンプリン法

に関する事項を追加）し、変更後の業務規程を届け出る必要がある。なお、登録証の書換えも、

業務規程の変更届も、改正省令の施行日（令和 3 年 4 月 1 日）の前から行うことが可能である。 

当然であるが、作業環境測定機関は、事業場から個人サンプリング法による測定を依頼され

た場合、個人サンプリング法を行うことができる旨の登録を受けている作業環境測定士にデザ

イン・サンプリングを行わせなければならない。 

参考として、図 4－2 に改正前・改正後の作業環境測定機関の登録証の記載事項を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 改正前・改正後の作業環境測定機関の登録証の記載事項 

 

イ 機器・設備の整備 

作業環境測定機関が有すべき機器・設備（以下「機器等」という。）は、告示（作業環境測定

法施行規則第 54 条第 2 号の規定に基づき厚生労働大臣の定める基準）で定められており、今

回、この告示の改正はないが、個人サンプリング法の登録を受けようとする測定機関は、「試料

採取機器」として個人サンプリング法に使用可能なものを備える必要がある。 

 

4.2.5  その他の機関への影響・効果 

①指定試験機関 

  改正省令の施行日（令和 3 年 4 月 1 日）以降に行う作業環境測定士試験（「改正後の測定

士試験」）では、個人サンプリング法による測定・評価（関係法令を含む。）に関する事項も出題

範囲となる。 

 

②登録講習機関 

 ア 追加科目の実施 

   改正後の測定士試験の合格者（試験免除者を含む。）を対象とする講習では、第一種作

業環境測定士講習、第二種作業環境測定士講習のいずれにおいても、個人サンプリング法

【改正前】                    

 第 1 号～第 5号の別   
【改正後】                    

 第 1 号～第 5号の別 

 

＋個人サンプリング法を行うことがで

きる旨 

(個人サンプリング法を行うことがで

きる旨の登録を受けた測定士がいる

場合のみ)  
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に関する科目（以下「追加科目」という。）が選択科目の一つに追加される。この科目も従来

からの科目と同様、講義等を実施するだけでなく、修了試験を行う必要がある。 

   既に測定士資格を取得している者を対象とする追加科目の講習は、改正省令の施行日

（令和 3 年 4 月 1 日）以降だけでなく、施行日前にも実施することができる。 

なお、施行日前に行われる追加科目の講習を「特例講習」といい、その時間や範囲は通達

により都道府県労働局長が定めているが、告示（作業環境測定士規程）に定められた登録

講習の追加科目と同様である。 

また、特例講習は、第一種作業環境測定士、第二種作業環境測定士の区別なく受講可能

であるが、受講対象は、作業環境測定士（登録済の者）に限定されている。   

 

イ 追加科目を実施するための手続き 

登録講習機関が登録講習において追加科目を実施するためには、講習を行う場所を管

轄する都道府県労働局長（講習場所が二以上の都道府県労働局の管轄区域にわたる場合

には厚生労働大臣）にその旨の登録申請を行うとともに、業務規程の変更（追加科目に関す

る事項を追加）を行い、変更後の業務規程を届け出る必要がある。 

 一方、特例講習については、登録申請や業務規程の変更届は不要であるが、登録講習

機関は、その実施計画を作成し、あらかじめ、登録を受けている都道府県労働局長等に講

習計画を提出するとともに、講習実施後に講習結果報告書を所定の事項を都道府県労働局

長等に講習結果報告書を提出する必要がある。 

 

③指定登録機関 

測定士登録（新規、書換え）は、本人が指定登録機関に申請することにより行う。 

新たに測定士資格を取得する者の測定士登録については、受講した講習の種類・科目に応

じて登録し、その内容を登録証に記載する。もし、従来の講習科目に加えて追加科目を修了し

ていれば、個人サンプリング法を行うことができる旨を登録証に記載する。 

既に測定士資格を取得している者が追加科目を修了すれば、測定士登録証の書換え（個人

サンプリング法を行うことができる旨を記載）を行うこととなるが、改正省令の附則により、施行

日（令和 3 年 4 月 1 日）の前であっても書換えは可能なので、測定士から書換え申請があれば

指定登録機関は対応する必要がある。 

なお、登録すべき事項の変更に伴い、指定登録機関は登録業務規程の変更認可を受ける

必要がある。 
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5 演習 

5.1 個人サンプラー法による測定のデザインから評価までの演習 （問題） 

 

＜個人演習＞ 

 ケーススタディ１  

 

ケーススタディ２  

 

ケーススタディ３  

 

ケーススタディ４  

 

ケーススタディ５  

 

ケーススタディ６  

 

＜グループ演習＞ 

ケーススタディ７  

 

ケーススタディ８ 

 

ケーススタディ９  
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ケーススタディ 1（個人演習） 

 

３名の作業者で吹付塗装業務を行っている事業場がある。 

そのうち２名の作業者は、移動しながら吹付塗装作業を行っており、残り１名の作業者は、隣接

する作業室で塗装に使う塗料の調合作業を行っている。 

 

・塗装作業と調合作業の作業場所は壁で区切られており、それぞれの作業者の行動範囲、有

害物質の分布状況は異なる。 

・作業者にばく露される有害物質のばく露量がほぼ均一と思われる作業は、塗装作業（高濃度 

ばく露）と調合作業（低濃度ばく露）の２作業である。 

 

質問 試料採取機器を装着して行う C 測定の対象となる作業及び作業者を選定し、選定した理 

由も説明してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調合作業

塗装作業
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ケーススタディ２（個人演習）  

 

A 作業場で塗料の調合作業を B 作業場で吹付塗装作業（移動作業）を行っている事業場があ

る。各作業場で扱う塗料は同一であり、作業者３名は、A 作業場と B 作業場を行き来し、塗料

の調合作業と吹付塗装作業を交互に行っている。 

 

質問 ３名が行っている作業のばく露量が同じであるとした場合、試料採取機器を装着して行う C

測定はどのように実施するか、理由もあわせて説明してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A作業場B作業場

作業者の

行動範囲

調合作業塗装作業

塗装作業

塗装作業



65 
 

ケーススタディ３（個人演習） 

 

 有害物質の発散源に近接する場所において、空気中の有害物質の濃度が最も高くなると思わ

れる時間に D 測定を行うこととした。D 測定を開始したところ、作業が１０分で終了し作業者は

発散源から離れたため、吸引ポンプを停止しサンプリングを終了した。 

 

質問 測定を終了した判断は適切であるか。理由とともに説明してください。 
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ケーススタディ４（個人演習） 

 

就業時間：8：30～17：30（午前 3.5ｈ 午後 4.5ｈ） 

休憩時間：10:00～10：15、12:00～13:00、15：00～15:15 

作業時間：8：30～12：00、13：00～17：30 

11:00

午前 午後

18:008:00 15:00 16:00 17:00

昼休み

9:00 10:00 13:00 14:00

休憩

12:00

 

 

質問 １人の作業者が単位作業場所において、終日作業を行っているとして、試料採取計画を具

体的に策定してください。 
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ケーススタディ５（個人演習） 

 

就業時間 8：30～17：30（午前 3.5ｈ 午後 4.5ｈ） 

休憩時間 10:00～10：15、12:00～13:00、15：00～15:15 

作業時間：8：30～12：00、13：00～17：30 

11:00

午前 午後

18:008:00 15:00 16:00 17:00

昼休み

9:00 10:00 13:00 14:00

休憩

12:00

 

 

質問 ３人の作業者が作業場内で終日作業を行っているとして、試料採取計画を策定してください。 
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ケーススタディ６（個人演習） 

 

質問 単位作業場所以外では、対象有害物質のばく露がないこと、妨害物質がないことが確認出

来たため、当該作業場所の測定結果に影響を与えないと判断して、ばく露がない時間（事務

作業、屋外、休憩等）においても、吸引ポンプを停止せず、連続してサンプリングを行った。 

 

作業者の試料採取時間及びトルエン濃度等は以下の通りであった、評価に用いる測定デー

タを計算してください。 

 

作業時間は、作業記録をもとに算出し、単位作業場所に滞在している時間も含むものとする。 

トルエン濃度は、吸引流量・試料採取時間から算出された環境空気中の濃度とする。 

 

測定記録 

№ 吸引流量 開始時刻 停止時刻 
試料採取

時間 
吸引量 

ﾄﾙｴﾝ濃度 
作業時間 

１ 0.1L/min 8：30 17：30 540 分 54L 10ppm  450 分 
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ケーススタディ７ （グループ演習） 

 

質問  吹付塗装作業を行っている作業場の事前調査を行うことになった。 

顧客担当者からは、吹付塗装作業に従事する作業者の人数は２名であること、その作業

場以外での吹付塗装作業は無いということしか確認ができていない。 

試料採取機器を装着して C 測定を行う作業者の選定と測定計画を策定するにあたり、事

前調査でヒアリングが必要と思われる調査内容（作業場の観察事項は除く）とその理由

（何故、何のために）について、記載事例を参考にグループで討議し記述してください。 

 

 記載事例 

測定計画を策定するために必要な調査内容 必要と判断した理由 

(1)有害物の組成、含有量、使用量 

 
・捕集材、捕集条件設定 

(2)塗装作業における有害物質の分布状況 

 ・塗装作業の単位作業場所の決定, 

・対象作業かどうか（移動塗装作業） (3)塗装作業者の作業中の行動範囲、作業内容 

 

(4) 

 

 

 

 

(5)  

 

 

 

 

(6) 

 

 

 

 

(7) 

 

 

 

 

(8) 
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ケーススタディ８ （グループ演習） 

 

砒素化合物が含有している粉体原料の投入作業を行っている作業場がある。 

  作業者は４名であり、そのうち２名は粉体原料の投入作業を残り２名は投入作業者の補助作

業を行っている。 

 

・投入作業は午前中に２時間程度（9:00～11:00）行われる。 

・投入作業者及び補助作業者は、作業が終わっても 12：00 まで作業場に滞在し同じ単位作業

場所内で清掃作業を行う。 

・投入作業者の行動範囲、有害物質の分布状況から投入作業周辺を単位作業場所とした。 

・補助作業は、単位作業場所内で行われている。 

・投入作業と補助作業のばく露量は同程度である。  

・午後の時間帯は、単位作業場所内での作業もなく作業者の入室もない 

 

質問 試料採取機器を装着して C 測定の対象となる作業と作業者の選定及びその理由、C 測

定の測定計画をグループで討議し記述してください。 

 ① C 測定の対象となる作業と作業者の選定及びその理由 

 ② C 測定の測定計画及び評価方法 
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ケーススタディ９ （グループ演習） 

 

○○工場の大型ブース内で吹付塗装作業が行われている。 

２名の作業者がスプレーガンを用いた吹付塗装作業（移動作業）を１名の作業者が塗装対象物

に近接した場所で塗料の調合作業をそれぞれ専属で行っている。 

 

・塗装作業者は塗装対象物周囲全体を移動しながら作業を行っている。 

・調合作業者はほぼ固定した位置で作業を行っている。 

・有害物質はブース全体に分布している。 

・塗装作業者の行動範囲、有害物質の分布状況からブース全体を単位作業場所として設定し

た。 

・塗装作業と調合作業のばく露量は違う。 

・塗装作業、調合作業が行われる時間は、午前中の３時間（9:00～12:00）のみである。 

 

扉（一部開放）

塗料調合作業

塗料置場

エアレス塗装機

行動範囲

吹付塗装作業

吹付塗装作業

給気装置（天井）

排気装置（5基）

塗装作業者の

行動範囲

発生源

塗装対象物

①

②

③
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質問１ 試料採取機器を装着して C 測定の対象となる作業と作業者の選定及びその理由、C 測

定の測定計画、評価方法をグループで討議し記述してください。 

 (1) C 測定の対象となる作業と作業者の選定及びその理由 

 (2) C 測定の測定計画、評価方法 

 

質問２ 作業環境測定結果報告書の記載事項である「㉕ 単位作業場所について」に事例を参考

にグループで討議し記述してください。 

(1)有害物の分布の状況 

(2)労働者の作業中の行動範囲 

(3)単位作業場所の範囲を決定した理由 

 

質問３ 作業環境測定結果報告書の記載事項である「㉘ C 測定のサンプリング計画」に事例を

参考にグループで討議し記述してください。 
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5.2 個人サンプラー法による測定のデザインから評価までの演習 （解答例） 

 

ケーススタディ 1 

 

解答例 

試料採取機器の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露される有害物質の量がほ

ぼ均一であると見込まれる作業（均等ばく露作業）ごとに行うとされている。 

   そもそも、塗装作業と調合作業の作業場所は壁で区切られており、それぞれの作業者の行

動範囲、有害物質の分布状況が違うことから、単位作業場所は異なる場所となるため、測定・

評価は別々に行うことになる。 

従って、吹付塗装作業者の行動範囲と有害物質の分布状況に基づいた単位作業場所にお 

いて、ばく露される有害物質の量がほぼ均一と見込まれる吹付塗装作業（均等ばく露作業）

に従事する２名に対して、試料採取機器を装着して C 測定を行う。塗料調合作業（１名）につ

いては、吹付塗装作業とは別の単位作業場所となるため、その場所にて従来の作業環境測

定(A、B 測定)を行うことになる  

 

補足 

なお、従来の定点測定（A 測定・B 測定）と新たに規定された個人サンプリング法による測定

（C 測定・D 測定）のうち、いずれかを選んで作業環境測定を実施することとされているため、塗

装作業についても従来の定点測定（A 測定・B 測定）を選択しても良い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調合作業

塗装作業
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ケーススタディ２ 

 

解答例 

３名の作業者に試料採取機器を装着して C 測定を行う。 

試料採取機器の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露される有害物質の量がほぼ

均一であると見込まれる作業（均等ばく露作業）ごとに、それぞれ、適切な数の労働者に対して

行うこととされている。作業者は、塗装作業と調合作業を交互に行っているため、両作業を明確

に分けて測定を行うことができないので、調合作業は吹付塗装作業に付随した一連の作業と考

える。また、３名が行っている作業のばく露量が同じであることから、各作業者の作業内容は、

ほぼ同等と推察できる。 

 

このケースにおいては、調合作業は塗装作業に付随した一連作業であるため、作業者の行動

範囲、有害物質の分布状況から塗装作業（B 作業場）と調合作業（A 作業場）をあわせて一つ

の単位作業場所と考えることができる。  よって、単位作業場所に塗装作業と調合作業を合わ

せて、ばく露される有害物質の量がほぼ均一であると見込まれる一つのグループ（均等ばく露

作業）があるとして、その作業に従事している３名の作業者に試料採取機器を装着して C 測定

を行う。 

 

補足 

  従来の作業環境測定では、単位作業場所を A 作業場（調合作業）と B 作業場（塗装作業）に

区分けして、それぞれ測定と評価を行っているが、個人サンプリング法による測定では２つの作

業場をまとめて測定し評価を行うことができる。 

 

なお、従来の定点測定（A 測定・B 測定）と新たに規定された個人サンプリング法による測定

（C 測定・D 測定）のうち、いずれかを選んで作業環境測定を実施することとされているため、従

来の定点測定（A 測定・B 測定）を選択しても良い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A作業場B作業場

作業者の

行動範囲

調合作業塗装作業

塗装作業

塗装作業
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ケーススタディ３ 

 

解答例 

作業終了後の作業者の行動範囲を考慮していないため適切ではない。 

試料空気の採取時間は１５分間と定められているので、作業が途中で終了しても作業者が単 

位作業場所に滞在する場合は、継続して１５分間採取する。 

従って、作業が途中（15 分未満）で終了するような場合は、その後の作業者の行動範囲によ

って、採取を継続するかどうかが決定されるため、作業終了後の作業者の行動範囲をよく観察

する必要がある。 

なお、作業者が別の作業場（当該単位作業場所外）に移動してしまう場合は 15 分間測定がで

きないので、個人サンプリング法による測定を選択しない。 
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ケーススタディ４ 

 

解答例 １ 

1 回目  8:30～10:00 (90 分) 

2 回目 10:15～11:45 (90 分) 

3 回目 11:45～12:00 13:00～14:15 (90 分) 

4 回目 14:15～15:00 15:15～16:00 (90 分)   

5 回目 16:00～17:30 (90 分) 

 

解答例 ２ 

1 回目  8:30～10:00 (90 分) 

2 回目 10:15～12:00 (105 分) 

3 回目 13:00～14:30 (90 分) 

4 回目 14:30～15:00 15:15～16:00 (75 分)  

5 回目 16:00～17:30 (90 分) 

 

１日内での複数回の繰り返し測定を行うことで測定値が５以上となるようにする。よって、作業 

者が１名のため作業時間を５等分し、１回あたりの測定時間を概ね９０分程度とし５回の繰 

り返し測定を計画する。（解答例１） 

測定時間は、一つの作業日のうち単位作業場所で作業に従事する時間の全てとされているこ 

とから、できるだけ速やかに捕集材を交換し、測定の間隔を空けることなく可能な限り連続して 

測定を行う。 

なお、解答例１のように分割すると１２時の昼休み直前に捕集材を交換することになり、作業の

流れを遮ることが考えられるため、解答例２のように区切りの良い時間帯で分割し測定を行っ

ても差し支えない。 

 

補足 

作業に従事する時間の全てということであるので、一つの作業日のうち単位作業場所において、 

作業が８時間であれば８時間、５時間であれば５時間、３時間であれば３時間サンプリングを行 

うことになる。 

当日の作業者の行動範囲や休憩時間、サンプラー交換に要する時間などによって実測定が必

ずしも等間隔とならない場合が考えられるので、計画の段階では、分割する間隔をほぼ等間隔

として、各測定時間はできるだけ同じになるように設定すればよい。 
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ケーススタディ５ 

 

解答例 

作業者 A  １回目：  8:30～12:00   210 分 (実質 195 分)  

作業者 A  ２回目： 13:00～17:30   270 分 (実質 255 分) 

作業者 B  １回目：  8:30～12:00   210 分 (実質 195 分) 

作業者 B  ２回目： 13:00～17:30   270 分 (実質 255 分) 

作業者 C  １回目：  8:30～12:00   210 分 (実質 195 分) 

作業者 C  ２回目： 13:00～17:30   270 分 (実質 255 分)  

 

測定値が５以上になるように等分すると、１回/人あたりの測定時間は、概ね 4 時間程度とな

る。この測定時間で作業者３名について、それぞれ２回ずつ測定を行う。このケースでは測

定値は６となる。 

 

補足 

1 回目の試料採取時間を 13：30 まで行うと 2 回目の試料採取時間とほぼ同等となるが、このよ

うなケースでは、午後からの作業を開始した 30 分後には捕集材の交換を行うことになり、作業

の流れを遮ることが考えられるため、午前と午後に分けて測定を行っても差し支えない。 

  ただし、必要な測定数は５以上であるからといって、例えば作業者 A 及び B を２回測定と 

し、午後からの作業があるにも係わらず、作業者 C を１回測定として、測定数を５としてはなら

ない。 

  採取時間（測定時間）は、労働者が１日の作業日において、単位作業場所で作業に従事する 

時間の全てとされているからである。 
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ケーススタディ６ 

 

解答例 

測定データは、単位作業場所における作業時間（滞在する時間も含む）とするため、単位作

業場所以外の場所における作業時間等は含めない。 

よって、作業を行っている時間に換算する必要がある。 

計算式 ： 試料採取時間/作業時間×トルエン濃度 

 

作業者（No.） 
試料採取時間

（分） 
トルエン濃度（ppm） 作業時間（分） 測定データ（ppm） 

１ 540 10 450 12 

 

吸引ポンプの ON/OFF 操作を行い、単位作業場所において作業を行っている時間帯についての

み試料空気の採取を行った場合は、換算を行う必要はない。 
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ケーススタディ７ 

 

解答例 

測定計画を策定するために必要な調査内容 必要と判断した理由 

(4)塗装作業に従事する作業人数、作業時間 ・C 測定の実施可否 

吸引ポンプ等の必要器材数 

・作業者数が５人未満の場合の測定条件設

定 

(5)塗装作業の作業工程 

 

 

 

・短縮測定の実施可否 

(6)発散源に近接する場所での作業状況、作業時

間 

 

 

・D 測定の要否 

・D 測定の実施可否 

(7)単位作業場所における塗装作業以外の作業 

（別の作業グループがある場合は、その作業

内容、行動範囲、作業人数、作業時間） 

 

・ばく露量を考慮した均等ばく露作業の特定 

・均等ばく露作業（塗装作業以外）の測定要

否，測定条件設定 

(8)勤務時間（休憩時間、時間外作業） 

 

 

 

・具体的な測定時間の決定 

(9)単位作業場所以外（作業者の行動範囲）にお

ける該当有害物質の使用の有無、使用している

化学物質等 

・測定対象作業場以外のばく露がない時間

（事務作業、屋外、休憩等）における捕集の

可否 

・妨害物質の有無 
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ケーススタディ８ 

 

解答例 

① C 測定の対象となる作業と作業者の選定及びその理由 

試料採取機器の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露される有害物質の量がほ

ぼ均一であると見込まれる作業（均等ばく露作業）ごとに、それぞれ、適切な数の労働者に対し

て行うこととされ、その人数は、それぞれ５人を下回ってはならないとされている。 

このケースにおいては、投入作業者の行動範囲、有害物質の分布状況によって決定された

単位作業場所内にて補助作業が行われている。 

また、投入作業と補助作業のばく露量が同程度であるため、単位作業場所には投入作業と

補助作業を合わせて１つのグループ（均等ばく露作業）があると考えることができるので、それ

らの作業に従事する作業者に個人サンプラーを装着し C 測定を行うことになる。 

 

補足 

単位作業場所にて行われる作業は、投入作業、補助作業以外に清掃作業がある。 

このケースにおいては、清掃作業は投入作業及び補助作業に付随した一連の作業であり、試

料の採取時間帯は、単位作業場所において作業に従事する全時間とされているため、投入作

業-清掃作業、補助作業-清掃作業とし、それぞれ一つの作業と考え測定を実施する。 

 

② C 測定の測定計画及び評価方法 

投入作業及び補助作業は、9:00～11:00 の時間帯で行われるが、作業が終了しても同じ作業

者が単位作業場所内で清掃作業を行うため、測定の対象となる時間帯は 9:00～12:00 となる。

以上の事から、作業ごとの測定方法は下記のとおりとなる。 

 

投入作業及び補助作業（４名の作業者） 

作業時間（9:00～12:00）を等間隔に２分割し、1 人あたり９０分の２回の繰り返し測定を行う。 

（４人×２回＝８点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業者 回数 測定計画 

① 投入作業者 
1 09:00～10:30 

2 10:30～12:00 

② 投入作業者 
1 09:00～10:30 

2 10:30～12:00 

① 補助作業者 
1 09:00～10:30 

2 10:30～12:00 

② 補助作業者 
1 09:00～10:30 

2 10:30～12:00 
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評価方法 

評価はそれぞれの作業ごとに行うのではなく、それぞれの測定結果をまとめて（8

点）、投入作業の単位作業場所として評価を行う。 

 

補足 

なお、従来の定点測定（A 測定・B 測定）と新たに規定された個人サンプリング法による測定

（C 測定・D 測定）のうち、いずれかを選んで作業環境測定を実施することとされているため、

従来の定点測定（A 測定・B 測定）を選択しても良い。 
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ケーススタディ９ 

 

＜質問１の解答例＞ 

(1) C 測定の対象となる作業と作業者の選定及びその理由 

試料採取機器の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露される有害物質の量がほぼ

均一であると見込まれる作業（均等ばく露作業）ごとに、それぞれ、適切な数の労働者に対して

行うこととされ、その人数は、それぞれ５人を下回ってはならないとされている。 

このケースにおいては、吹付塗装作業者の行動範囲、有害物質の分布状況によって決定され

た単位作業場所内にて塗料調合作業が行われている。 

また、塗装作業と調合作業のばく露量は違うことから、作業者にばく露される有害物質のばく露

量がほぼ均一と思われる作業（均等ばく露作業）は、塗装作業と調合作業の 2 つの作業とな

る。よって、単位作業場所には塗装作業と調合作業の２つのグループ（均等ばく露作業）がある

と考えることができるので、それらの作業に従事する作業者に試料採取機器を装着して C 測定

を行う。 

 

(2) C 測定の測定計画、評価方法 

  測定計画：作業は午前中の３時間（9:00～12:00）行われていることから、作業ごとの測定方法

は次のとおりとなる。 

●塗装作業（２名の作業者） 

作業に従事する時間を等間隔に３分割し、1 人あたり６０分の３回の繰り返し測定を計画する。 

（２人×３回（６０分/回）＝６点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

●調合作業（１名の作業者） 

作業に従事する時間を等間隔に５分割し、１回あたり３６分の５回の繰り返し測定を計画する。

（１人×５回（３６分/回）＝５点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業者 回数 測定計画 

① 塗装作業者 

1 09:00～10:00 

2 10:00～11:00 

3 11:00～12:00 

② 塗装作業者 

1 09:00～10:00 

2 10:00～11:00 

3 11:00～12:00 

作業者 回数 測定計画 

③ 調合作業者 

1 09:00～09:36 

2 09:36～10:12 

3 10:12～10:48 

4 10:48～11:24 

5 11:24～12:00 
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評価方法：評価はそれぞれの作業ごとに行うのではなく、それぞれの測定結果をまとめて（11

点）、塗装作業の単位作業場所として評価を行う。 

 

補足 

なお、従来の定点測定（A 測定・B 測定）と新たに規定された個人サンプリング法による測定

（C 測定・D 測定）のうち、いずれかを選んで作業環境測定を実施することとされているため、

従来の定点測定（A 測定・B 測定）を選択しても良い。 

 

＜質問２の解答例＞ 

(1) 有害物の分布の状況 

■発生源の特定、有害物の拡散理由とその拡散範囲 

 発生源の特定（装置、施設、作業）、局所排気装置の排気（稼働）状況、有害物の発散状

況、拡散要因（気流等）、分布範囲が記載されていること。 

 

記載例 

・発生源の特定：スプレーガン塗装、塗料調合、塗装された工作物 

・局所排気装置の排気（稼働）状況：作業場奥の排気装置（５基）稼働良好 

・有害物の発散状況：塗装対象物は大型であり、塗料使用量も多いことから有害物の発散量 

は比較的多いと考えられた。 

・拡散要因（気流等）、分布範囲：給気装置からの気流及び開放された入口扉付近で外気流 

入が確認され、それらの気流の影響によって有機溶剤蒸気がブース内全域に拡散している 

と考えられた。 

 

(2) 労働者の作業中の行動範囲 

■発生源作業、それに付帯するすべての労働者の行動範囲 

移動塗装作業、低管理濃度特定化学物質を扱う作業、それに付帯するすべての作業者

について、作業者数、各作業者の行動（作業）内容、行動範囲、作業時間が記載されてい

ること。 

 

記載例 

・作業者２名でスプレーガンを用いて移動しながら塗装作業を行っており、塗装対象物の周

辺を行動範囲としていた。塗装作業は午前中の 9 時から 12 時までの 3 時間行われる。 

・塗装対象物に近接した場所において、作業者１名で塗装に用いる塗料の調合作業を専属

で行っており、塗料置き場周辺を行動範囲としていた。 

調合作業は、塗装作業と同じく午前中の 9 時から 12 時までの 3 時間行われる。 

 

(3) 単位作業場所の範囲を決定した理由 

■最終的に単位作業場所を決定した理由（有害物の分布の状況、労働者の作業中の行動

範囲等を考慮して決定した旨を記述すること） 
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記載例 

塗装作業に伴う有害物質の分布状況及び塗装作業者の行動範囲の両方を考慮しブース全

域を単位作業場所とした。 

→全域としたため、単位作業場所に２つのグループ（塗装作業と調合作業）があると考えるこ  

とになり、調合作業も C 測定の対象作業となる。 

 

＜質問３の解答例＞ 

  C 測定のサンプリング計画 

   ■試料採取機器の装着は、単位作業場所において、労働者にばく露される有害物質の量が 

ほぼ均一であると見込まれる作業ごとに行うとされているので、ばく露量を考慮した均等ば

く露作業の特定、C 測定を行う労働者を決定した理由などを記載する。 

■サンプリングの方法を詳細に記載する。労働者数が５人未満の場合、C測定は分割サンプ

リングを行い、測定値が５以上となるようにする必要があるので、分割サンプリングの方法

を詳細に記載する。また、労働者番号（図面記載番号）と作業環境測定結果報告書「㉞ 

No.」との対応関係を記載する。 

 

記載例 

単位作業場所において行われる作業は、塗装作業と調合作業である。 

有害物の分布状況、発散状況及び作業者の作業内容と行動範囲等から、作業者にばく露さ

れる有害物質のばく露量がほぼ均一と見込まれる作業を塗装作業と調合作業とした。従っ

て、塗装作業に従事している２名の作業者と調合作業に従事している１名の作業者に対し

て、作業ごとに C 測定を行うこととした。 

塗装作業者２名は 9:00～12:00 まで塗装作業を行う事から 1 名に対して 3 サンプル（1 サン

プル約 1 時間）、調合作業者 1 名は 9:00～12:00 まで調合作業を行う事から 5 サンプル（1

サンプル約 36 分）採取する。 

 

労働者番号と「㉞ No.」との対応関係については、対応表を作成すると良い。 

 

作成事例 

             C 測定のサンプリング計画 

労働者番号 回数 ㉞ № 測定予定時間 

①塗装作業者 

1 1 09:00～10:00 

2 2 10:00～11:00 

3 3 11:00～12:00 

②塗装作業者 

1 4 09:00～10:00 

2 5 10:00～11:00 

3 6 11:00～12:00 

③調合作業者 1 7 09:00～09:36 
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2 8 09:36～10:12 

3 9 10:12～10:48 

4 10 10:48～11:24 

5 11 11:24～12:00 
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